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◆◆ 災害科学国際研究所設立災害科学国際研究所設立1010周年を迎えて周年を迎えて

東北大学

総  長総  長　　大野 英男大野 英男

災害科学国際研究所は、東北大学における約70

年ぶりの新しい附置研究所として東日本大震災か

ら 1 年後の2012年 4 月に設立され、本年で10周年

を迎えました。この間に皆さまからいただきまし

た本研究所へのご支援とご協力に、深く御礼を申

し上げます。また、東日本大震災で犠牲となられ

た方々に哀悼の意を表するとともに、被災された

方々に心からお見舞いを申し上げます。

東北大学は1907年に設立され、今年で創立115周

年、1922年の法文学部設置によって人文社会科学

を含めた「総合大学」としての歩みを始めて100年

の節目の年に当たります。本学は創設当初より、

民間及び自治体から多大な支援と期待を受けて発

展してきた「社会とともにある大学」です。この

アイデンティティを構成員が改めて胸に刻んだの

は2011年 3 月11日の東日本大震災の時でした。自

らの教育・研究活動の再開も危ぶまれるなかで、

被災地での緊急支援活動として100を超える自発的

な復興アクションがすぐさま立ち上がりました。

大学全体としても、翌月の 4 月に「東北大学災害

復興新生研究機構」を設立し、東北の復興と日本

の新生に向け、総合知を駆使して教育・研究環境

の復旧と被災地支援、中長期的な課題である防災

教育・人材育成、被災地の復興推進、並びに「災

害科学」研究に組織的に取り組みました。この取

り組みの中核的な役割を担ったのが災害科学国際

研究所です。2015年には、仙台で開催された「第

3 回国連防災世界会議」の誘致をするにあたり重

要な役割を果たしました。この会議では、2030年

までに災害レジリエンスの強化を優先行動とす

る世界の防災指針である「仙台防災枠組2015－

2030」が採択されました。「仙台防災枠組」は、

同年に採択された「SDGs」、「パリ協定」とあわ

せて世界の 3 大国際アジェンダと呼ばれ、その実

現に向けて全世界が取り組んでいることは多くの

方がご承知のとおりです。また、2017年に本学が

指定国立大学に指定された際には、「災害科学」

を本学の強みである世界トップレベル研究拠点の

4 研究領域の一つとして選定しました。本学を代

表する研究領域「災害科学」は、災害科学国際研

究所を核として、世界に誇る卓越した研究活動が

展開されています。

私が総長に就任した2018年には、本学の理念であ

る「研究第一」「門戸開放」「実学尊重」を基盤と

して大学経営の革新を図り、「教育」「研究」「社

会との共創」をより高い次元で実現することを目指

す「東北大学ビジョン2030」を発表しました。震災

復興から持続可能な社会の創造を見据えた活動は、

このビジョンの大きな柱の一つです。

　昨年度、本学は、災害復興新生研究機構を発展

させて「グリーン未来創造機構」を設立し、社会

課題解決に全学を挙げて取り組むこととしまし

た。本年度は、災害科学国際研究所に「災害レジ

リエンス共創センター」を発足させ、パンデミッ

クも含めて災害に強いレジリエントな社会の構築

に一層の貢献を行うことを決意したところです。

　東北大学は引き続き、持続可能な世界のため、

災害科学国際研究所を中心に「災害科学」で世界

を牽引する取り組みを続けてまいります。今後の

災害科学国際研究所の活動に対する皆様のご理解

とご協力を、どうぞよろしくお願い申し上げま

す。
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◆◆ 設立設立1010周年を迎えられた事への感謝を込めて周年を迎えられた事への感謝を込めて

東北大学災害科学国際研究所

所  長所  長　　今村今村  文彦文彦

2022年 4 月 1 日、東北大学災害科学国際研究所

は設立10年を迎えました。これまでに本研究所へ

いただいた多くのご指導、ご協力に心からの感謝

を申し上げます。

2011年 3 月11日に発生した東日本大震災は、圧

倒的な広域複合被害と、多数かつ長期にわたる深

刻な問題をもたらしました。東北大学は、被災地

復興への貢献および世界最先端の災害科学の推進

を目指し、震災発生からわずか 1 年余りで災害科

学国際研究所を発足させました。本研究所の初代

所長には平川新氏（歴史学）が就任し、工学、理

学、医学、人文・社会科学、そして実践的分野の

多様なメンバーと共に、研究所としての歩みが始

まりました。私は、震災で責任を痛感した津波工

学の専門家として、地域の一市民として、そして

2014年からは本研究所の第 2 代所長として、防

災・減災社会を実現するために何をすべきなのか

自問自答しながら、活動を進めてまいりました。

　本研究所は、従来の学術分野の枠組にとらわれ

ず、産・学・官・民の多様な方々との連携活動を活

発に行い、かつローカルとグローバルの視点を併せ

持つのが特色です。本研究所は、被災地支援を進め

るとともに、2015年の第 3 回国連防災世界会議開催

に際しては、同会議の誘致を全面的に支援し、本体

会議に加えてパブリックフォーラムにも参加し、議

論を先導しながら様々な提言を発信しました。その

後、本研究所は、同国連会議で策定された世界の防

災指針「仙台防災枠組」をはじめとする世界の国際

アジェンダを実現するべく尽力しております。2015

年 4 月には、仙台防災枠組の実施を強力に推進する

ため、本学に災害統計グローバルセンターを立ち上

げました。東日本大震災後に顕在化した新たな災害

やリスクにも取り組み、さまざまな課題の解決に向

けて活動しております。

当初、7 部門36分野で発足した本研究所は、

2021年度、より強固かつ柔軟な研究・実践活動に

向けて研究部門を再編するとともに、防災実践推

進部門を新設しました。また、「東北大学災害復

興新生研究機構」が「東北大学グリーン未来創造

機構」へ改組され、本研究所は同機構の 3 つの柱

の 1 つであるRecovery & Resilience分野において一

役を担うことになりました。さらに、今年度、本

研究所内に「災害レジリエンス共創センター」も

設置され、多様な主体と連携し、災害レジリエン

スを最大化する「総合知」を共創することを目指

しております。

東日本大震災から11年がたった今日、本研究所

は「東北大学ビジョン2030」のもと、活発な研

究・実践活動を続けています。東北被災地の復興

は引き続き最重要課題であり、また、千島海溝・

日本海溝における地震・津波、首都直下地震、南

海トラフ地震、気候変動による災害激甚化等への

備えに役立つ研究も必要です。2023年 3 月には第

3 回世界防災フォーラムも予定されております。

これからも本研究所は、東日本大震災の教訓をも

とに重要な社会課題を見据え、国内外における防

災・減災社会の実現に取り組んでまいります。今

後とも、ご指導・ご協力のほど、どうぞよろしく

お願い申し上げます。
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文部科学省

研究振興局長　　森 晃憲森 晃憲

◆◆ 祝辞祝辞

　東北大学災害科学国際研究所が、このたび設立

10年の節目を迎えられましたこと、心よりお慶び

申し上げます。

　災害科学国際研究所は、東日本大震災という未

曽有の大災害を経験した東北大学が、人文・社会

科学、工学、理学、医学の研究力を結集して設立

された学際組織であり、設立以来、被災地の復

興・再生に貢献してこられました。

　震災の教訓から学び、災害科学の深化・実践的

防災学の構築を通じて災害に強い社会を作ること

を使命に、防災科学技術研究所をはじめとした国

内外の大学・研究機関と連携して、自然災害科学

に関する世界最先端の研究を推進してこられまし

た。これまでに、巨大地震・津波メカニズムの解

明、東日本大震災アーカイブの整備、被災地にお

ける復興支援のみならず、東日本大震災後に国内

外で発生した様々な災害に関する調査・支援、リ

アルタイム津波浸水被害予測システムの確立、先

進的な学際研究、地域及び海外における防災活

動、防災人材育成、研究・実践成果の積極的な社

会発信など、社会の期待に応える多くの実績を残

されています。

特に、平成 27 年に仙台市で開催された第 3 回

国連防災世界会議では、東北大学本部、仙台市と

も連携して開催に全面的に協力されるとともに、

同会議で策定された新しい国際的防災指針である

「仙台防災枠組」の実施において、先導的な役割

を果たしてこられました。

　また、自然災害の多い我が国は、被災の経験か

ら学ぶことで防災大国の一つとなりましたが、今

日では、気候変動による災害激甚化や長引く新型

コロナウイルス感染症といった地球規模での新た

な危機に直面しております。そうした中、災害科

学国際研究所におかれては、学内の各部局や学外

の研究機関と連携することにより、災害による社

会の機能損失を低減し、速やかに回復する能力を

最大にする「総合知」の構築を目指して、令和 4

年 4 月に「災害レジリエンス共創センター」を新

設されました。これからも世界の防災アジェンダ

の目標達成に寄与されるとともに、海外大学や研

究機関との国際的な連携強化や、世界で活躍する

若手研究者の人材育成に貢献されることを、心よ

り期待しております。

　文部科学省では、各大学の新たな活動展開を含

めたミッション実現の加速化を重要視しており、

令和 3 年10月の組織再編において、大学の研究力

強化の観点から、研究振興局に大学研究力強化室

を設置するとともに、科学技術・学術審議会に大

学研究力強化委員会を設置して、大学の研究力強

化に関する種々の検討を行っております。今後、

各大学が個々の特色・強みを伸ばし、各大学にお

いて相応しいミッションを明確化することで、多

様な大学群を形成し、我が国の大学全体の研究力

の裾野拡大を目指すことにより、我が国の研究力

強化の更なる推進を図ってまいりたいと考えてお

ります。

　最後になりますが、大野総長、今村所長をはじ

め関係者の皆様のこれまでの御尽力に対しまし

て、心より敬意を表するとともに、今後も多様な

方々と手を携えて、我が国のみならず、人類のレ

ジリエンスの強化につながる研究・実践の拠点と

して災害科学国際研究所が益々の御発展を遂げら

れることを祈念申し上げ、お祝いの言葉といたし

ます。
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宮城県知事

村井 嘉浩村井 嘉浩

◆◆ 祝辞祝辞

　このたび、東北大学災害科学国際研究所が設立

10周年を迎えられましたことに対しまして、心か

らお祝いを申し上げます。

　これもひとえに、東北大学大野総長様、災害科

学国際研究所今村所長様、初代所長の平川様をは

じめ、教職員並びに関係者の皆様の並々ならぬ御

努力の賜物であり、深く敬意を表します。

　さて、貴研究所設立以前においては、前身とな

る防災科学研究拠点において、さまざまな専門分

野から研究者が集まり、文理連携で実践的な防

災・減災の研究を推進していただきました。その

後、平成23年に発生した東日本大震災を受け、

震災に関する多角的な調査・研究の展開のみなら

ず、現地の復興支援にあたるため、防災科学研究

拠点を大幅に拡充する形で、震災の翌年に東北大

学災害科学国際研究所が設立されたものと伺って

おります。

　設立後においては、被災地の再生・復興に貢献

されるとともに、国内外の大学・研究機関と協力

しながら、自然災害科学に関する世界最先端の研

究を推進されております。また、平成 27 年に開催

された第 3 回国連防災世界会議においては、会議

の誘致を全面的に支援されるとともに、本体会議

でも多くの提言がなされ、世界の防災指針である

「仙台防災枠組」と、会議の成果をまとめた「仙台

宣言」の採択にも大きく寄与されたものと認識し

ております。

　さらに、貴研究所の皆様には、県で実施しておりま

す各種審議会等の委員としても御提言、御指導を賜っ

ておりますとともに、東日本大震災の記憶と教訓を伝

承する県の取り組みにも多大な御協力をいただいてお

り、深く感謝申し上げる次第でございます。

　近年、全国的に新型コロナウイルス感染症の感

染拡大や家畜伝染病の発生、自然災害の激甚化

等、県民生活に大きな影響を及ぼす災害が多発し

ております。また、県においても、3月に発生し

た福島県沖を震源とする地震のほか、7月の大雨

では大崎市をはじめとした多くの市町村において

甚大な被害があり、復旧・復興が急務の課題とな

っております。加えて、東日本大震災で被災され

た方々の心のケアや伝承への取り組みなどにつき

ましては、継続して行く必要がありますことか

ら、引き続き貴研究所の御協力を賜りますようお

願い申し上げます。

今年は県制150周年の節目の年でもあります。宮

城県は誕生から150年という歴史の中で、数々の災

害や困難を乗り越えながら歩みを進めてまいりまし

た。私たちにはこれをさらに発展させ、引き継いで

いく使命があるものと考えています。県民の皆様一

人ひとりが、地域の歴史や魅力を探求しながら郷土

への愛着を深め、明るい未来を展望することができ

るよう、多様な主体による魅力ある地域づくりを進

めるとともに、安全で恵み豊かな県土の中で、幸福

を実感し、いつまでも安心して暮らせる宮城を目指

して取り組んでまいりますので、今後とも御理解と

御協力をお願い申し上げます。

　結びに、東北大学災害科学国際研究所のますま

すの御発展を心から祈念いたしまして、お祝いの

言葉とさせていただきます。
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◆◆ 祝辞祝辞

仙台市長

郡 和子郡 和子

　このたびは、国立大学法人東北大学災害科学国際

研究所の設立10周年、誠におめでとうございます。

　多くの方が尊い命を落とされ、住み慣れたお住

まいや先祖代々受け継がれてきた街を失うなど、

東日本一帯に甚大な被害をもたらしたあの大震災

から11年の歳月が流れました。

　この間、貴研究所におかれましては、様々な災害

に対して人間・社会が対応し、また教訓を活かして

いく仕組みを構築するための「実践的防災学」の創

生を目標に、被災地での復興まちづくりの支援、防

災計画への助言など、東北をはじめとする全国各地

における防災力・減災力の向上に多大なる貢献をさ

れてきました。また、自然災害科学に関する世界最

先端の研究を推進することで、国内外における災害

リスクの軽減に大変重要な役割を担われてきたこと

に、心から敬意を表します。

　本市におきましては、津波避難施設整備のため

に設けた検討委員会の委員長を現所長である今村

文彦教授（当時）にお務めいただき、避難行動に

関するシミュレーションを基に、「全ての住民が

安全に避難できる場所に施設を整備する」という

方向性をとりまとめていただきました。また、地

域の防災力を支える要となる「仙台市地域防災

リーダー」の養成プログラムに関する検討や、そ

の後の育成支援にも継続的なご協力をいただくな

ど、ハード・ソフトの両面での防災・減災の推進

にご支援を賜りました。本市の復興とその後の災

害に強いまちづくりは、貴研究所がともにあって

こそ進めることができたものと思っております。

2015年の「第 3 回国連防災世界会議」の開催は、

本市が「防災環境都市」づくりを進めるきっかけと

もなり、本市にとっての歴史的転換点となりまし

た。貴研究所には、誘致の段階から携わっていただ

き、その後、今日に至るまで、成果文書である「仙

台防災枠組2015-2030」の実現に向けて、「世界防

災フォーラム」などを通じ、国内外への経験や教訓

の発信にもご協力をいただいているところです。こ

のように、本市が国際的な貢献を加速してこられた

ことは、ひとえに関係の皆様のご尽力の賜物であ

り、改めて深く感謝申し上げます。

本年 4 月には、幅広い分野で世界有数の実績を

有する貴学の知的資源を生かしながら、地域の課

題解決や新たな魅力づくりに向け、さらに連携を

深める機会とさせていただきたく、包括連携協定

を締結いたしました。この協定に基づく協働事業

の一つである、「仙台防災枠組」が掲げる具体的

な目標の進捗に係る「中間評価」は、地方自治体

レベルでは世界初の取り組みとなります。「仙台

防災枠組」が折り返しの時期を迎えることを踏ま

えて、採択の地としてこれまでの歩みを自ら振り

返るとともに、貴研究所の知見をもって客観的に

分析・評価いただくものです。未曽有の災害を経

験した唯一の百万都市といたしましては、これか

らも発生し続けるであろう多様な災害による被害

を軽減するため、本市の取り組みを発信し世界の

防災・減災へ貢献する責務があると考えており、

この「中間評価」の成果を受けて国内外の災害対

策が一層進むことを期待しております。

　結びに、世界トップレベルの災害科学の研究拠

点として、貴研究所のご活躍に改めてご期待申し

上げるとともに、ますますのご発展とご健勝を祈

念し、ごあいさつといたします。
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IRIDeS ができるまで

東日本大震災と東北大学災害科学国際研究所（IRIDeS）の設立
　2011（平成23）年３月11日に発生した東日本大震災を契機として、2012（平成24）年4月1日、東北大学
災害科学国際研究所（IRIDeS）が発足した。本研究所は、東北大学において約70年ぶりに設立された附置研究
所となったが、その設立は、東日本大震災の発生によって突然に構想されたものではなく、それ以前から東北大
学の多くの研究者達が地域での災害に向き合い、学際連携研究を展開してきた活動に大いに関係していた。

戦後、東北地方や周辺地域で発生した主な地震・津波

として、1960（昭和 35）年チリ地震津波や 1968（昭和

43）年十勝沖地震などがあげられる。また、1978（昭和

53）年 6 月 12 日には宮城県沖地震（M7.4）が発生し、

死者 28 人、負傷者 1 万人という被害を出した。さらに、

1983（昭和 58）年日本海中部地震、1993（平成 5）年北

海道南西沖地震では、津波の襲来により多くの死者・行

方不明者が発生した。

これらの東北地方および周辺地域の自然災害に対し

て、東北大学では災害を専門的に研究する組織が設置さ

れていた。1912（大正元）年に設置された理科大学附属

観象所を前身とする東北大学大学院理学研究科附属地

震・噴火予知研究観測センターでは、地震の発生過程の

モデル化や火山の深部構造解明などの研究が進められて

きた。また、1990（平成 2）年に設立された東北大学大

学院工学研究科附属災害制御研究センターでは、地震・

津波・洪水などの災害危険度（リスク）を定量的に評価

するための研究が展開されていた。

1995（平成 7）年 1 月 17 日、阪神・淡路大震災が発生し、

死者 6,434 人、負傷者 43,792 人という、当時としては戦

後最大の地震災害となった。同年 5 月、第 1 回国連防災

世界会議が横浜で開催され、最初の国際的な防災枠組で

ある横浜戦略が採択されるなど、国内外において災害・

防災への関心が高まった。東北地方では、約 40 年周期

で発生する宮城県沖地震の再来が危惧されており、東北

大学で展開される災害科学研究も、国・自治体や社会と

の連携が求められる状況となった。2003（平成 15）年 3月、

東北大学を中心に、宮城県・仙台市や東北電力・NTT な

どが参加した「宮城県沖地震対策研究協議会」が発足し、

産・学・官連携による防災活動が開始された。

◆◆ 東北大学における災害科学研究の展開

2003（平成 15）年 7 月 26 日、宮城県北部連続地震が発

生し、鳴瀬町・矢本町（現東松島市）や河南町（現石巻市）、

南郷町（現美里町）、鹿島台町（現大崎市）など、広範囲

にわたって家屋の全壊・半壊被害が生じた。宮城県沖地

震対策研究協議会では、東北大学の専門研究分野に対応

して、地震・津波ハザードマップの作成、防災教育プロ

グラムや防災人材育成セミナーの開催、社会工学・地域

計画的手法による地域防災力向上戦略の開発、公的医療

機関の地震時における機能損傷評価と改善支援などを目

標として、防災研究の社会実装が図られていった。また、

上原鳴夫 医学系研究科教授が中心となり、宮城県沖地震

への備えとして 2006（平成 18）年に「日本集団災害医学会」

を主催、2010（平成 22）年には宮城県に「災害医療コーディ

ネーター」を設置した。さらに、平川新 東北アジア研究

センター教授が中心となり、被災地域の旧家約 200 軒の

調査と被災歴史資料の保全活動を展開した。

2005（平成 17）年、東北アジア研究センター長に就

任した平川教授は、宮城県沖地震対策研究協議会に参加

した研究者とともに、井上明久 第 20 代東北大学総長へ、

分野横断型で災害研究を展開する連携オフィスを提案す

る。井上総長の賛同のもと、2007（平成 19）年 3 月に

大学内の横断組織である「東北大学防災科学研究拠点」

が発足し、東北アジア研究センター建物内にオフィスを

構えて始動した。拠点が成立して 1 年半後の 2008（平

成 20）年 6 月 14 日、岩手・宮城内陸地震が発生して大

規模な土砂災害による被害が生じ、災害・防災をめぐる

研究と社会的連携をさらに進める必要性が生じた。

◆◆ 東北大学防災科学研究拠点グループの設立
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東北大学防災科学研究拠点は、拠点メンバーをはじめ

とする災害に関連した研究者同士の研究会を定期的に開

催し、互いの研究に対する理解と連携体制の構築を進め、

拠点メンバーによる公開講座や報告をまとめた『防災を

考える』シリーズ（東信堂）を刊行した。2008（平成 20）
年には、学際連携による「実践的防災学」の構築を目指

した「地域の人間と社会を災害から守るための実践的防

災学の推進」を企画し、文部科学省特別研究経費として

申請した。同プロジェクトは翌 2009（平成 21）年に採択、

2010（平成 22）年度より 5 年間の予定で展開することに

なった。しかし、プロジェクト開始から 1 年が経過しよ 防災科学研究拠点の防災セミナー（2008.1.13）

臨時オフィスの平成 23 年度第１回拠点会議（2011.4.1）

うとしたその時、東北地方太平洋沖地震（のちに東日本

大震災）が発生したのである。

2011（平成23）年3月11日に発生した東日本大震災では、

当時の想定を遙かに上回る規模の地震、巨大津波、福島

第一原子力発電所の事故など、複合的な災害が広域に発

生し、各地に甚大な被害がもたらされた。東北大学でも、

青葉山キャンパス工学研究科関連棟の 3 棟や、拠点のオ

フィスが設置されている川内北キャンパス東北アジア研

究センター棟などが大きく被災し、各種研究機器等が使

用不能となった。震災から数日後、被災を免れた川内北

キャンパス講義棟資料室に防災科学研究拠点臨時オフィ

スを設置するとともに、拠点メンバーは当面、それぞれ

の部局で震災に対応した。震災の混乱で会議もままなら

ない状況の中、拠点メンバーはそれぞれの研究視角から

情報収集と被害状況の分析をおこなった。

拠点では、膨大な被災地情報の収集、地震・津波の発生

メカニズムや被害実態の解明といった新たに発生した膨大

な研究課題に対応するため、研究計画の抜本的な見直しが

必要となった。3 月末、平川新拠点代表および今村文彦副

代表（災害制御研究センター長）は、東日本大震災に対応

した研究計画の見直しと、拠点の研究能力を強化した国際

拠点化について話し合いをおこなった。これに対し井上総

長より、防災科学研究拠点を基盤にして新たに研究所を設

立すべきという意向が伝えられた。後に、井上総長はこの

時の決断について、「東日本大震災を目の当たりにした際

に感じた科学・技術への無力感、大学の学問・研究が地震・

津波の被害や原発事故の抑止に寄与できなかったことへの

反省から、巨大災害に対処するためには、すべての学問分

野の研究者を糾合し、学問領域を越えて知を結集し、人間

の知恵の総体として取り組まなければならないと思い、恒

常的に災害・防災研究を展開する新たな研究所の設置を決

断した」旨を述懐している。

◆◆ 東日本大震災と新研究所設立の決断

平川教授・今村教授打ち合わせ（2011.3.28）
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東日本大震災を受け、震災の実態や災害・防災に関連

する情報に対する社会的要請は高まっていた。防災科学

研究拠点は、4 月 13 日、仙台市内のトラストシティ カン

ファレンス・仙台会議室において、東北大学による東日

本大震災 1 ヶ月後緊急報告会を開催、東日本大震災の地

震メカニズム、建物や海岸堤防の被害、衛星画像から判

明する被害状況、災害時の緊急保健医療対応について、

現在進行形の研究内容やその課題を報告した。

5 月以降、拠点臨時オフィスは講義棟資料室から川内南

キャンパス文科系総合研究棟会議室へと移転、月 2 回の拠

点会議を開催し、東日本大震災への各チームの対応や研究

状況の報告が通例となった。6 月 10 日、東北大学による東

日本大震災 3 ヶ月後報告会「復興に向けて見えてきた課題」

を仙台国際センター大会議室「橘」において開催、「津波

による被災の実態とメカニズム」、「地震・地震動と振動被

害」、「地域社会を取り巻く諸課題：保険医療・生活文化・

情報・復興」について 17 件の報告がおこなわれた。当日は、

会場に入りきれないほど数多くの関係者、住民、メディア

が訪れ、報告に対して熱気を帯びた議論が続いた。

この時期、新研究所構想についての検討が続けられ、

「災害科学」の国際レベルでの研究、「実践的防災学」の

体系的構築を基盤として、これらの研究を遂行するため

の人員および設備案が議論された。新研究所の人員体制

をめぐっては、東北大学において災害科学研究を展開し

てきた既存の研究分野を結集すると同時に、現行の部局

における災害科学研究体制をさらに強化することが必要

であった。井上総長のもと、各部局との調整が続けられ、

災害制御研究センターが新研究所に合流するなど大規模

な改編がおこなわれた。結果、災害リスク研究部門、人間・

社会対応研究部門、地域・都市再生研究部門、災害理学

研究部門、災害医学研究部門、情報管理・社会連携部門

に寄附研究部門を含めた 7 研究部門によって、将来の低

頻度巨大災害への具体的な備えを先導する実践的防災学

の創生を目的とした「災害科学国際研究所」（仮称）の骨

子が固められた。この新研究所構想は、6 月 24 日文部科

学省におけるヒヤリングを経て、平成 24 年度概算要求案

として提出された。

9 月 13 日、東日本大震災 6 ヶ月後報告会「復興に向け

ての大学の役割」が開催され、東北大学・岩手大学・福

島大学における取り組みの報告と、拠点メンバーによる

◆◆ 東日本大震災後の防災科学研究拠点の活動
　 と災害科学国際研究所（仮）構想

１ヶ月後緊急報告会（2011.4.13）

4 月 1 日、講義棟資料室の臨時オフィスにおいて、平

成 23 年度第 1 回防災科学研究拠点会議が開催された。会

議の中で、東日本大震災における被害状況や、ここから

浮かび上がった様々な研究課題を社会に向けて発信すべ

く、震災 1 ヶ月後緊急報告会の企画が持ち上がった。同

時に、井上総長、北村幸久副学長、伊豆仁志財務部長ら

大学執行部と、平川拠点代表・今村副代表との間で、東

北大学の研究分野を結集した新たな研究所の構想が固め

られ、文部科学省に働きかけていく方向が話し合われて

いた。5 月 18 日、青木孝文東北大学理事、平川拠点代表、

今村副代表、伊豆財務部長らが文部科学省を訪問、同省

より東北大学が復興のための地域貢献と人材育成、自治

体連携に貢献することへの期待が述べられた。

この時期、東北大学の全学組織として「東北大学災害

復興新生研究機構」が 4 月に設置され、総合大学の強み

を生かした復興プロジェクトが始動、災害科学や地域医

療、環境エネルギーなどの 8 つの重点プロジェクトを編

成し始動させるとともに、教職員が自発的に取り組む 100
を超える復興支援プロジェクトに支援を開始した。また、

医学分野においても、東日本大震災を受けて新たな研究

拠点設置の必要性が提言されていた。

東北大学病院では、東日本大震災の発生直後に里見進

病院長を本部長とする災害対策本部が立ち上げられ、災

害直後の医療対応をおこなった。また、2011（平成 23）
年 4 月頃より、創造的な地域医療の復興をテーマに、長

期的な慢性疾患、感染症、メンタルヘルスなどへの対応と、

東北地方における慢性的な医師不足、ならびに低頻度大

災害で起こりうる医学的事象を包括的かつ総合的に分析

するための「災害医療総合研究センター」の形成を提唱

していた。ここに井上総長の新研究所構想を受け、6 月に

新研究所に新たな医学部門を設置することで合意、人文

社会学・理学・工学に医学が加わり、総合大学である東

北大学の研究力を結集した新研究所設立へとつながった。
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東日本大震災の発生からちょうど 1 年が経過した 2012
（平成 24）年 3 月 11 日、東北大学による東日本大震災 1
年後報告会がトラストシティ カンファレンス・仙台会議

室において開催された。開会挨拶で井上総長が災害科学

国際研究所の設立の経緯と意義について述べた後、五百

旗頭真 復興推進委員会委員長・復興構想会議議長による

基調講演、翠川三郎 東京工業大学総合理工学研究科教授

による招待講演ほか、拠点メンバーによる報告がおこな

われた。また、3 月末の東北大学教育研究評議会におい

て、災害科学国際研究所の初代所長候補者に平川新拠点

代表、副所長候補者に今村文彦副代表、評議員に真野明 
工学研究科教授の選出の報告があり、研究所の構成が固

まった。

2012（平成 24）年 4 月 1 日、東北大学災害科学国際

研究所（International Research Institute of Disaster Science: 
IRIDeS）は 7 部門 36 分野の専任・兼任教員あわせて 65
名の体制で発足した。同日、里見進 第 21 代東北大学総

長が就任し、東北大学が展開する復興支援事業の象徴的

プロジェクトの一つとして、災害科学を総合的かつ国際

的に研究する災害科学国際研究所の設立を位置づけた。

4 月 4 日、工学部管理棟玄関に「災害科学国際研究所」

の看板が掲げられた。開所にあたり平川所長は、「東日

本大震災の被災地にある大学の責務として、災害科学国

際研究所は全力を挙げて被災地の復興・再生に貢献し、

自然災害の発生メカニズムを解明するとともに、研究成

果を日本・世界に向けて発信し、災害に強い社会を構築

することを目指す」旨を述べた。

東北大学災害科学国際研究所設立の背景として、東

日本大震災発生以前から様々な分野で取り組まれてきた

災害科学の蓄積と、阪神・淡路大震災の教訓、宮城県沖

地震への備えにより構築された産学官の連携体制があっ

た。東日本大震災を受け、東北大学および研究者は、学

問領域を超えて知を結集し、東日本大震災被災地の復興

に尽力するとともに、将来の災害へ備える必要性を改め

て痛感した。東北大学災害科学国際研究所は、人間の英

知によって巨大災害から社会を守る使命を持つ国際的な

研究機関として、活動を展開していくことになる。

◆◆ 東北大学災害科学国際研究所の開所

8 件の研究報告がおこなわれた。 9 月 30 日、第 1 回東北

大学災害科学国際研究所（仮称）設置準備委員会、同専

門委員会が開催され、新研究所設立に向けた本格的な準

備が開始された。また、拠点会議においては、研究所設

置の理念、目的、研究課題について議論が重ねられた。

12 月 27 日には、「東日本大震災の被害実態と教訓に基づ

く実践的防災学の国際研究拠点形成事業―低頻度巨大災

害対策・危機対応のパラダイムシフトへの先導的取り組

み―」に対する政府予算案内示があった。ひとつの部局

の新規申請がこのような短期間で認められたのは異例で

あり、当時の日本社会において安全と安心を守るための

研究所の看板上掲式（2012.4.4）

災害研究の必要性が強く意識され、求められていた背景

があった。さらに、12 月 2 日には、東日本大震災から

ちょうど 400 年前に発生した 1611 年慶長地震津波 400 周

年シンポジウムが開催され、歴史学・理学・工学の文理

連携による歴史災害研究の報告がおこなわれた。2012（平

成 24）年 1 月 11 日、東北大学防災科学研究拠点と、東北

大学附属図書館、ハーバード大学および総務省による国

際合同シンポジウム「東日本大震災アーカイブの最前線

と国境・世代を超えた挑戦」が仙台国際センター大会議

室「萩」にて開催され、東北大学、総務省や国会図書館、

Yahoo! JAPAN など産官学の報告がおこなわれた。
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◆◆ IRIDeS設立および開所式
4月1日、里見進 第21代東北大学総長が就任し、同日、東北

大学災害科学国際研究所（以下「IRIDeS」）が発足した。平

川新 初代所長のもと、7部門36分野でのスタートとなった。

IRIDeSロゴは、「東日本大

震災の災禍を転じ、復旧・復

興を促進し、災害に賢く対

応できる社会に変えていく。

“禍を転じて福となす”」、と

いう決意を示すため、「災」

の字を上下に転じたデザイン

とした。

　5月23日、開所式を挙行し

た。式典には、宮城県副知事

のほか13沿岸被災自治体の首長・首長代理が出席し、IRIDeS

との連携に向けて大きな期待が寄せられた。開所式に続き開催

された国際シンポジウムには市民を含む150名が参加し、災害

科学に対する関心の高さが示された。 

◆◆ 市民との連携による歴史資料保全活動
4 月の研究所発足直後から、防災科学研究拠点が行っていた

地域の歴史資料保全活動にあたる活動を引き継いだ。NPO 法人

「宮城資料ネット」と連携し、東日本大震災で被災した地域の

歴史資料約 6 万点を救済した。なお 2011 年 11 月から 2019

年の間で、延べ 8,000 人を超えるボランティアの参加を得た。

活動は現在も継続している。

◆◆ IRIDeS金曜フォーラム
6 月、研究・実践活動を広く共有して連携を促進する

「IRIDeS 金曜フォーラム」の第 1 回を開催した。若手教員が同

フォーラムの企画・運営を担い、2021 年度末までに計 76 回

開催し、現在も継続している。

◆◆ 「復興・防災マップづくり」プログラム
宮城県石巻市において、同市教育委員会と連携し、災害復

興・防災教育のための「復興・防災マップづくり」プログラム

を開始した。その理念およびノウハウをまとめた『「復興・防

災マップづくり」実践の手引き』は、実践事例を随時追加し、

版を重ねている。このプログラムによる優れた学習の取り組み

を表彰する「復興・防災マップコンクール」が2017年度から

創設され、IRIDeSも共催機関として特別賞を授与している。

◆◆ 「東日本大震災アーカイブシンポジウム」開催
防災科学研究拠点の「東日本大震災アーカイブシンポジウ

ム」を引き継ぎ、2013年1月、仙台国際センターにおいて

IRIDeS主催で同シンポジウムを実施し、震災アーカイブの活

用・継承を議論しつつ、国内外のアーカイブ関係者の連携を

図った。2014年1月からは、国立国会図書館と共催で毎年開催

することとなった。

◆◆ 被災自治体との最初の連携協定
2013 年 2 月 8 日、多賀城市と、連携と協力に関する協定を締

結した。この協定を皮切りに、IRIDeS は設立からの 10 年間（2021

年 3 月まで）に、岩手県・宮城県・福島県の 14 自治体と連携協

定を締結し、被災地の復興および防災を協働で進めていくことに

なった。

IRIDeS ロゴ

2012（平成24）年度

10年のあゆみ

　2012年に発足した東北大学災害科学国際研究所（IRIDeS）は、東日本大震災被災地の復興と国内外の防災・
減災に資する研究・実践活動を、ローカルかつグローバルに展開してきた。以下、設立後10年間に研究所が行っ
た主な活動を振り返る。

IRIDeS 設立・開所式



東北大学災害科学国際研究所　設立10周年記念誌

10 年のあゆみ10 年のあゆみ 15

◆◆ 震災教訓伝承イベント「かたりつぎ」を開催
　2013 年 3 月 1 日、東北大学萩ホールにおいて、東日本大震

災語りべシンポジウム「かたりつぎ〜朗読と音楽の集い〜」が開

催された。震災伝承を目的に、みちのく震録伝の学術と語り主、

文化芸術が協力し合い、証言記録を詩の形にし、俳優・竹下景子

さんが朗読する催事である。本催事は、1995 年阪神・淡路大震

災を受けて始まった「詩の朗読と音楽の夕べ」の実行委員会から

の協力を得て、2013 年から東日本大震災の証言記録と学術の要

素を加え、IRIDeS が主催として毎年開催することとなった。

◆◆ 災害復興新生研究機構シンポジウム
　東北復興・日本新生の先導を目指す東北大学は、震災直後に

「災害復興新生研究機構」を設置し、８つのプロジェクトと復興

アクション 100+ を推進してきた。3 月 9 日、仙台ガーデンパ

レスにて開催された同機構のシンポジウムにおいて、IRIDeS の

平川所長は、８プロジェクトのうち最初に位置づけられる災害

科学国際研究推進プロジェクトについて報告を行った。

◆◆ 東日本大震災2周年シンポジウム
　3月10日、「東日本大震災2周年シンポジウム」をトラスト

シティ カンファレンス・仙台にて開催した。震災直後から、防

災科学研究拠点として「東北大学による東日本大震災報告会」

を実施していたが、2012年度からは、IRIDeSが同報告会を引

き継ぐ形で、毎年3月上旬に東日本大震災および災害科学に関

する公開シンポジウムを継続していくこととなった。

　2周年シンポジウムでは、震災以降行った復興に関する活動を

振り返り、世界の巨大災害被害軽減に向けた学問的礎を築く上で

のIRIDeSの役割を再確認し、さらなる努力と貢献を誓った。

◆◆ リーディング大学院
　2012年度に「博士課程教育リーディングプログラム」が採択

され、工学研究科および理学研究科の教授と連携し、グローバル

安全学トップリーダー育成プログラムに科目担当・教員雇用等で

協力した。本教育プログラムは2013年度からの開講となった。

◆◆ 初年度の人員体制
　2013年3月末の時点で、IRIDeSのメンバーは総勢132名（専

任教員54名、兼任教員33名、事務部12名含む）であった。初年

度から2014年度までIRIDeS棟はなく、教職員は東北大学の複数

のキャンパスを繋ぎながら活動を展開していった。

◆◆ 国連防災世界会議に向けた協力を本格化
　5月、国連主催の閣僚級国際会議「第4回防災グローバル・

プラットフォーム」がスイス・ジュネーブにて開催された。

IRIDeSは国連防災世界会議に向けた戦略の一つとして仙台市長

とともに出席し、科学技術の成果を防災行政に反映させる重要

性を発表した。

　当該年度には、東北大学において2国連機関との防災専門家

会合も開催された。東北大学およびIRIDeSは、第３回国連防災

世界会議への協力をさまざまな面で加速していった。

◆◆ 『東日本大震災を分析する』を刊行
　6月、「東北大学による東日本大震災報告会」の内容および

その後の研究をもとに、『東日本大震災を分析する１、２』を

刊行した。

◆◆ 気仙沼サテライトの開設
　7月の気仙沼市との連携協定締結を経て、10月、同市内に

IRIDeS初のサテライトオフィス（分室）を開設した。同分室を

拠点に、防災文化講演会の定期開催や研究成果発信を行い、防

災実務者や住民との交流を推進していくこととなった。

◆◆ APRUマルチハザード サマースクールを初めて開催
　東北大学が、環太平洋大学協会（APRU）マルチハザードプ

ログラム主管となったことを受け、7月、APRUとIRIDeSが共

同開催する「APRUマルチハザード サマースクール」が初め

て実施された。APRU加盟大学に所属する海外の学生・教員が

IRIDeSで東日本大震災の教訓や国際防災戦略等を学び、被災地

巡検も行われた。同サマースクールは、翌年からも毎年開催さ

れることとなった。

2013（平成25）年度

「APRU マルチハザード サマースクール」の授業風景
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◆◆ 第 3 回国連防災世界会議への協力
　2015年3月14〜18日、第3回国連防災世界会議が仙台国際セ

ンターを中心に開催された。東北大学およびIRIDeSは、会議の

仙台への誘致および開催を全面的に支援し、本体会議のサイド

イベントである「パブリック・フォーラム」に多数参加した。

第3回国連防災世界会議の成果文書として、今後2030年までの

世界の防災指針「仙台防災枠組2015-2030」が策定された。

IRIDeSは、「仙台防災枠組」および同枠組における７つの「グ

ローバルターゲット」とそれらをモニタリングする「指標と用

語」の策定にも貢献した。

　同会議期間中に、里見東北大学総長より、「災害統計グローバ

ルセンター」のIRIDeSにおける設立、および「世界防災フォー

ラム」構想が発表された。同会議後、IRIDeSは、「仙台防災枠

組」、さらに「SDGs」「パリ協定」も加えた「世界の3大国際

アジェンダ」の実施を強力に推進していくこととなった。

◆◆ 新体制発足
　4月、今村文彦 第2代所長が就任した。IRIDeSの社会発信・

広報業務を集約した広報室も設置された。

◆◆ IRIDeS Review を発行
　5月、東日本大震災からの教訓をもとに現行の国際防災指針

である「兵庫行動枠組」を見直した英文報告書『HFA IRIDeS 

Review Report』を発行した。

◆◆ IRIDeS 棟落成式
　9月、活動拠点となるIRIDeS棟が青葉山新キャンパスに竣工

し、教職員が入居した。ただし、災害医学研究部門の教職員に

ついては、東北大学病院と密な連携を図る必要性等から、星陵

キャンパスにも同時に拠点を置いて活動を展開することとなっ

た。11月、落成式がIRIDeS棟多目的ホールにて挙行され、政

府・学術機関・企業関係者等約 200 名が参加した。式典では、

東日本大震災犠牲者への黙祷に続き、所長が関係者への謝辞を

述べ、今後もIRIDeSは災害復興を支援し、実践的防災学を深化

させて活動をグローバルに展開していくという決意表明を行っ

た。新棟内覧会も実施された。

第3回国連防災世界会議

2014（平成26）年度

◆◆ 里見ビジョンのもとで活動を展開
　8月、「ワールドクラスへの飛躍」「復興・新生の先導」を

目指す、東北大学総長の「里見ビジョン」が公表され、IRIDeS

も同ビジョンのもとで活動を展開していくこととなった。

◆◆ ハイエン台風緊急調査
　11月、ハイエン台風がフィリピンを直撃して甚大な被害が生

じたのを受け、IRIDeSは同台風による高潮災害に関する緊急調

査を学際的に実施した。これはIRIDeSとしての初めての国際被

災地調査となった。

IRIDeS 棟落成式
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◆◆ 災害統計グローバルセンターの設立
　4月、東北大学・国連開発計画（UNDP）・富士通株式会社

の３者が牽引する「災害統計グローバルセンター」がIRIDeS内

に設立された。同センターは、各国政府から災害統計を収集・

保存し、連携機関とも協働して分析を加え、その結果を各国政

府に還元し、各国の防災政策立案に役立てることを目指すもの

で、仙台防災枠組の中心目標を達成するために必要不可欠な活

動を行う。

◆◆ みやぎ防災・減災円卓会議に協力
　4月、河北新報とIRIDeSが呼びかけ人となり、自治体、研究

機関、民間組織、企業、報道機関などが連携して防災情報の共

有や活動を行う「みやぎ防災・減災円卓会議」を発足させた。

以来、IRIDeS教職員が多数参加し、協力を続けている。

◆◆ ネパール中部地震調査および報告会
　4月25日、ネパール中部でM7.8の地震が発生し甚大な被害が

生じたことを受け、IRIDeSは7月および9月に現地で調査を実施

し、状況と支援に関する報告会も複数回開催した。

2015（平成27）年度

◆◆ 台風 17 号・18 号災害への対応
　9月9〜11日、茨城県・栃木県・宮城県等を中心に台風17・

18号による洪水・土砂災害が生じたことを受け、IRIDeSは災害

対策本部を設置し、緊急調査および報告会を実施した。

◆◆ 地下鉄東西線開通
　12月、仙台市営地下鉄東西線が開通し、IRIDeS棟は地下鉄

「青葉山」駅から徒歩3分となった。

◆◆ 宮城県との協働による学校防災の推進
　2016年1月、「防災教育を中心とした学校安全フォーラム」

を宮城県と共同主催で開催した。第3回国連防災世界会議での

「防災教育交流国際フォーラム」の仙台宣言を実現化していく

第一歩となった。このフォーラムは、「未来へつなぐ学校と地

域の安全フォーラム」として、学校防災を推進するために毎年

定期開催している。

◆◆ 東北大学本部事務機構防災・業務継続計画策定へ協力
　IRIDeS教員は東北大学本部の災害対策推進室に参加・協力し

てきたが、3月、同災害対策推進室により、「東北大学本部事

務機構防災・業務継続計画」が初めて策定された。

ネパール中部地震現地調査の様子

災害統計グローバルセンターの設置発表会
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IRIDeS 公式キャラクター
「さいがい犬　イリ」

◆◆ 第 3 期中期目標・中期計画期間
　4月、中期目標・中期計画に基づく、第3期がスタートした。

IRIDeSで、各分野の連携を促進するためのプロジェクトエリ

ア・ユニット制が開始された（〜2020年度まで）。

◆◆ 熊本地震
　2016 年 4 月 14 日、熊本地方を震源とする最大震度 7（M6.5）

の地震が発生したほか、16 日に最大震度7（M7.3）なども相

次ぎ、被害が拡大した。IRIDeS は、発生直後から各専門に基

づいて現地調査、情報収集と分析を行ったほか、熊本被災地で

東北大学病院 DMAT の一員として医療支援活動も行った。

◆◆ 世界津波の日
　2015年に国連総会で、11月5日を「世界津波の日」に制定

することが決議された。これを受け、2016年、初めての「世

界津波の日」を記念し、米国ハワイ州やインドネシアで東日本

大震災の教訓を共有するイベントを実施した。翌2017年11月

5日には、沖縄県石垣島で開催された「世界津波博物館会議」

に協力した。

◆◆ 福島県沖地震・津波に関する緊急調査・解析
　11月22日、福島県沖を震源とする最大震度5弱（M7.4）の

地震およびそれに伴う津波が発生したことを受け、IRIDeSは緊

急対応に加えて解析・調査を行い、報告会を開催した。

2016（平成28）年度

◆◆ 「災害と健康」学際研究推進セミナー
　11月29日、災害に際して命や健康を守る基盤となる学際融

合研究を活発に進めていくため、第1回「災害と健康」学際研

究推進セミナーを開始した。同セミナーは2021年度末までに

32回を数え、現在も継続している。

◆◆ 南海トラフ地震への対応を学際的に追求
　異常なゆっくりすべりなどが巨大地震に先行して発生してい

た事例の蓄積を受け、南海トラフ地震を念頭に、異常な先行現

象の発生により地震発生の確率が平時より高まったと考えられ

る状況での社会対応等を学際的に検討する勉強会が発足した。

その後、気象庁が臨時の情報（現・「南海トラフ地震臨時情

報」）を発表する仕組みが国で整備され、同勉強会はその後、

南海トラフ地震臨時情報が発表された際に社会の鍵となる組

織の対応を支援して防災・減災を図るプロジェクト（2019〜

2021年実施）へと発展した。

◆◆ 「3.11 からの学び塾」
　12月、IRIDeSは東北地方整備局と共同で、自治体や企業の

災害危機管理担当者等が災害教訓を学び、防災対応能力の向上

を図る「3.11からの学び塾」を主催した。以降、基本的に毎年

１回、継続開催している。

◆◆ キャラクター「さいがい犬 イリ」初登場
　IRIDeSのキャラクター「さいがい犬 

イリ」が広報誌IRIDeS NEWsに初登場

した。

熊本地震医療支援活動
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◆◆ 青葉山新キャンパスの開設
　5月、農学部総合研究棟・青葉山コモンズの竣工記念式典が

挙行され、青葉山新キャンパスが正式オープンした。ユニバー

シティ・ハウス（学生寮）も建設され、IRIDeS棟の付近は賑わ

うようになった。

◆◆ 東北大学　指定国立大学法人に指定
　6月、東北大学は文部科学大臣から指定国立大学法人に指定

され、「災害科学」を含む4つの世界トップレベル研究拠点が

形成された。IRIDeSは災害科学世界トップレベル研究拠点と密

に連携して活動を進めることになった。

◆◆ 第１回世界防災フォーラムの実施
　11月25〜28日、仙台防災枠組の実施を強力に牽引していく

ため、第１回「世界防災フォーラム／防災ダボス会議＠仙台」

が仙台国際センターおよび東北大学川内萩ホールで開催され

た。国内外からの多様な防災関係者および市民が集い、世界最

先端の防災知見を共有し、防災の具体的な解決策の創出を目指

すとともに、東日本大震災に関する教訓を世界発信した。東北

大学およびIRIDeSは、世界防災フォーラム運営の一翼を担い開

催を全面的に支援した。IRIDeS所長が世界防災フォーラム実

行委員会委員長、東北大学総長が会長をつとめ、フォーラム事

務局をIRIDeS内に設置し、仙台市をはじめとする関係機関と

連携して開催された。フォーラムでは一般公開イベントである

前日祭を皮切りに、多数のセッション、展示、被災地へのスタ

ディーツアー等が実施された。イラン・フィリピン・台湾・米

国等42の国・地域から947名の会議登録者が参加し、延べ参加

者は、市民来場者や、同時開催イベント「ぼうさいこくたい」

「防災産業展」の関係者等も含め１万人以上に達した。

◆◆ 河北文化賞を受賞
　2018年1月、IRIDeSは第67回河北文化賞を受賞した。実践

的防災学を掲げ、東日本大震災の教訓をもとに防災・減災・復

興に大きく貢献したことが高く評価された。

◆◆ 歴史文化資料保全の大学・共同利用機関ネットワーク　
　 へ協力
　1月、東北大学と人間文化研究機構、神戸大学との間で連携

協定を締結し、全国規模で歴史資料の保全と活用をはかる「歴

史文化資料保全の大学・共同利用機関ネットワーク事業」を開

始した。IRIDeSは同事業に参加・協力し、歴史文化活動を通じ

た復興支援や、文理の研究者での連携による歴史災害研究を推

進している。2019年台風で被災した歴史資料の救援活動もこ

の枠組みで実施した。

◆◆ リアルタイム津波浸水被害予測システムが運用を開始
　産学連携研究として進めていたリアルタイム津波浸水被害予

測システムの実用化に成功し、2018年3月、内閣府総合防災情

報システムの機能として運用を開始した。

2017（平成29）年度

世界防災フォーラムの閉会式

リアルタイム津波浸水被害予測
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◆◆ 東北大学の新体制発足
　4 月、大野英男 第 22 代東北大学総長が就任した。11 月、「東

北大学ビジョン 2030」が策定され、2030 年に向け、震災復興

から持続可能な社会創造を見据え

た活動を展開していくことが宣言

され、IRIDeS も同ビジョンのも

と活動を展開することとなった。

◆◆ 「地球防災ラボ」連載開始
　朝日学生新聞社と連携し、朝日小学生新聞紙上で IRIDeS 研

究者が災害科学を小学生に向けて解説するリレー連載「実験・

観察でわかる地球防災ラボ」を 1 年間行った。2019 年度後半

にも「クイズでわかる地球防災ラボ」を追加連載した。一連の

記事が小学生、学校教諭、保護者に好評であったことから、各

記事をパネル化し、科学館等で展示することとなった。2022

年度には、記事は書籍『地球防災ラボ』としてまとめられ、岩

崎書店から出版された。

◆◆ 国内外で複数の災害緊急調査を実施し、報告会を開催
　6月18日に大阪府北部地震、9月6日に北海道胆振東部地震

が発生し、IRIDeSはそれぞれの災害に関し、緊急解析、現地

調査・支援、報告会を行った。また、7月に発生した西日本豪

雨、2019年1月3日に熊本で発生した地震に関しても分析を

行った。

　9月28日、インドネシア・スラウェシ島中部でM7.5の地震

が発生し、この地震および地震に伴って生じた津波・液状化・

地すべりにより、大きな被害がもたらされた。それを受けて、

震源近くの主要都市・パルおよびその周辺地域で、他の研究者

やインドネシア政府関係者らとともに津波被害に関する現地調

査を行い、帰国後の10月11日、調査結果を報告した。

◆◆ ユネスコで報告
　12月11日、ユネスコ「世界の記憶」部門主催のフォーラムで

招待講演を行い、仙台防災枠組を踏まえた、被災した人々への

心理社会的支援としての歴史資料保全活動の意義について共有

した。2021年9月に開催された第2回フォーラムでも共有した。

2018（平成30）年度

今後取り組んでいくべき
挑戦についてまとめた

「東北大学ビジョン 2030」

インドネシア・スラウェシ島の現地調査結果報告の一部

ユネスコにて歴史資料保全活動の報告
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◆◆ 大学院プログラムへ協力
　本学において4月、災害科学・安全学国際共同大学院プロ

グラム、9月に変動地球共生学卓越大学院プログラムが開始さ

れ、IRIDeSは運営・教育面で協力することとなった。

◆◆ 台風 19 号現地調査
　10月12日に日本に上陸した台風19号が、宮城県を含む広範な

地域で甚大な被害をもたらしたことを受け、IRIDeSは情報収集

および調査を開始し、10月15日に公開報告会を行った。さらに

12月、土木学会・地盤工学会・日本地すべり学会の各東北支部

とIRIDeSは共同で、東北学院大学土樋キャンパスにて、岩手・

宮城・福島の3県に関する速報会を開催した。翌2020年11月、

最終報告会も開催した。

◆◆ 新たな寄附研究部門設立
　11月、新たに「都市直下地震災害（応用地質）寄附研究部

門」が発足した。

◆◆ 世界防災フォーラム 2019
　11月、第2回「世界防災フォーラム／防災ダボス会議＠仙

台」が、仙台国際センター・東北大学川内萩ホールにて開催さ

れた。前日祭、セッション、基調講演、ポスター発表等が行

われ、本体会議には、インドネシア・フィリピン・米国等38

の国・地域から871名の会議登録者が参加した。主な参加機関

は、国連を含む国際機関、国内外の政府・大学等研究機関、自

治体、企業等であり、同時開催イベント「仙台防災未来フォー

ラム」「第10回震災対策技術展東北」を含めると、延べ来場者

数は8,000人以上となった。

　世界防災フォーラム2019より、事務局は東北大学から独立

してフォーラムの運営を担うこととなったが、東北大学は前回

から引き続き重要な役割を果たした。IRIDeS所長は世界防災

フォーラム国内実行委員長をつとめ、「三大学総長・学長シン

ポジウム」の企画や東北大学・IRIDeS関係者によるセッション

を全面的に支援した。

◆◆ 新型コロナウイルス感染症の流行
　2020年1月、日本で新型コロナウイルスの最初の感染者が確

認された。その後の同ウイルス感染拡大を受け、IRIDeSもさま

ざまな対応を行うこととなった。IRIDeSは、3月8日に予定され

ていた東日本大震災9周年シンポジウムをはじめ、複数の催事の

中止・延期を余儀なくされ、研究者が現地に赴いて行う調査活

動も大幅な制約を受けることとなった。

◆◆ ウェブリニューアル
　発足時から使用していたIRIDeSメインウェブサイト日本語版

をリニューアルし、それまでに蓄積された情報を新ウェブサイ

トに移行するとともに、より高速で安定的な環境で配信される

ようにした。翌年度には英語版のリニューアルも行った。

2019（平成31／令和元）年度

世界防災フォーラム 2019

台風19号の被害現地調査・丸森
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測が難しく、警報体制や避難体制に課題を残した。IRIDeSは

いち早く、メディア等を通じ発生のメカニズムの解説や数値シ

ミュレーションによる分析結果を発信した。その後、JICA支援

事業や科研費の突発災害調査班にも参画して研究活動を推進し

ている。

◆◆ 東日本大震災メモリアルシンポジウム 2022
　毎年の「東日本大震災周年シンポジウム」の名称を、2021

年度より「東日本大震災メモリアルシンポジウム」へと改め

た。震災から11年目の2022年3月5日、仙台国際センターに

おいて、仙台市主催の「仙台防災未来フォーラム」に参加する

形で、「東日本大震災メモリアルシンポジウム2022－海溝型

地震研究の発展と将来への備え－」と題してハイブリッド形式

（対面・オンライン参加形式の併用）で開催した。同シンポジ

ウムには、120名以上が参加し、海溝型地震研究の現状および

将来の大地震・大津波のリスクについて理解を深めた上で、東

日本大震災の教訓を踏まえた各地の取り組みを確認し、地域防

◆◆ 新部門体制の発足
　4月、より強固かつ柔軟な研究・実践活動に向け、従来の6

部門を再編し4部門体制（災害評価・低減研究部門、災害人文

社会研究部門、災害医学研究部門、防災実践推進部門）がス

タートした。地震津波リスク評価（東京海上日動）寄附研究部

門、都市直下地震災害（応用地質）寄附研究部門、災害統計グ

ローバルセンター、気仙沼サテライト、広報室、事務部は継続

する。10月には、イオン防災環境都市創生共同研究部門も新た

に設立された。また、大学本部に災害復興新生研究機構から発

展したグリーン未来創造機構が設置され、IRIDeSは3つの柱の

１つであるRecovery & Resilienceの分野で一役を担うことに

なった。

◆◆ トンガの火山噴火・津波
　2022年1月15日、トンガ沖で海底火山「フンガ・トンガ－

フンガ・ハアパイ」が噴火し津波が発生したことを受け、解析

結果を掲載する特設ウェブページを開設した。当時、津波の予

2021（令和3）年度

◆◆ 災害対策本部会議幹事会を設置
　4月、IRIDeSは新型コロナウイルス感染症に対応するための

災害対策本部を設置した。以降、執行部（含URA）・事務部・

専門知識を持つ教員がメンバーとしてオンライン会議を定期開

催し、最新情報共有やIRIDeSとしての対応方針の決定、周知

を行うこととなった。

◆◆ 感染症に関する研究・実践活動を開始
　感染症を災害と捉え、東日本大震災の教訓を活かしたポスト

コロナ社会の構築に向けたさまざまな学際的な研究プロジェク

トが始まった。

◆◆ 福島県沖の地震現地調査および報告会
　2021年2月13日、福島県沖で最大震度6強（M7.3）の地震

が発生したことを受け、緊急調査および報告会を行った。

◆◆ 『東日本大震災からのスタート』を出版
　東日本大震災から10年の節目である2021年3月、『東日本

大震災からのスタート－災害を考える51のアプローチ－』を

出版した。同書において、IRIDeS研究者を中心とする災害に携

わってきた専門家が、工学・理学・医学・社会科学等、各専門

2020（令和2）年度

分野に即し、東日本大震災が明

らかにした問題・その後10年間

の進展・今日も残る課題を総括

した。

◆◆ 宮城県との協働による地域防災の推進
　3月、自主防災組織の育成・活性化を推進するための「みや

ぎ地域防災のアイディア集〜持続可能な防災まちづくりのため

に〜」の監修を行った。2017〜

2020年度、IRIDeSは宮城県の

「自主防災組織育成・活性化支援

モデル事業」に協力し、さまざま

な自主防災活動を支援した成果を

とりまとめたものである。

東日本大震災から10年の節目に出版
「東日本大震災からのスタート」

4 年間の防災活動をまとめた事例集
「みやぎ地域防災のアイディア集」
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　このほかにも、設立後10年間に数多くの研究・実践活動が行われた。論文出版を始めとする成果については、「IRIDeS実績 
2012〜2021年度」（p. 64）参照。

災力を高める方法を探った。また、同会場で、第3回「世界防

災フォーラム／防災ダボス会議＠仙台」が2023年3月に開催予

定であることも発表された。

◆◆ 福島県沖地震
　3月16日、福島県沖を震源とする最大震度6強（M7.4）の地

震およびそれに伴う津波が発生し、緊急調査・解析を行い、特

設ホームページで発信した。頻発する余震活動により沿岸部を

中心に被害が拡大した。特に、新幹線などの重要なインフラに

も被害が発生し、長期的な影響を残した。

◆◆ 設立満10年における人員体制
　2022年3月31日の時点で、IRIDeSのメンバーは総勢147

名（専任教員61名、兼任教員31名、事務部16名含む）で

あった。

東日本大震災メモリアルシンポジウム 2022
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丸谷浩明副所長・教授（以下、丸谷）：では最初の質問です。

皆さまはどのように東日本大震災に対応され、どのよう

に災害研に参加されることになったのでしょうか。今村

先生からお願いします。

今村文彦所長・教授（以下、今村）：災害研は、2011 年

3 月 11 日に発生した東日本大震災を契機に、2012 年 4

月 1 日に発足しました。3.11 大震災は、災害研の前身・

防災科学研究拠点の活動をまさに開始したタイミングで

起き、その前には想定できなかった数々の課題が残され

ました。当時の研究拠点は、医学も含めた学際・文理融

合の、当時、災害科学研究の先端を行くチーム編成で、

将来高確率で起こると予想されていた宮城県沖地震の単

独型タイプ（M7.5 前後）だけではなくて連動型（M8 ク

ラス）に備えていました。しかし、3.11 大震災は桁違い

の規模と被害でした。地震・津波だけでなく福島第一原

子力発電所事故、新たなタイプの津波火災もあり、内陸

で土砂災害も発生しました。当時の研究拠点では十分に

対応できないと、拠点メンバーだけではなく、東北大学

関係者さらには日本中の方が皆、考えたと思います。

特別座談会

　2022 年 6 月 30 日、災害科学国際研究所の教員が集い、研究所の発足、設立後 10 年間の成果、今後の課
題等について語り合う座談会を開催した。当日は、災害評価・低減研究部門から今村文彦所長・教授（津波工学）、
災害医学研究部門から栗山進一部門長・教授（災害公衆衛生学）、防災実践推進部門から佐藤健教授（防災教育）、
災害人文社会研究部門から蝦名裕一准教授（歴史学）がそれぞれ参加し、司会は丸谷浩明副所長・教授（防災
実践推進部門、組織防災）がつとめた。

災害科学国際研究所ができるまで、研究所の10年、そしてこれから

◆◆ 災害科学国際研究所ができるまで

【後列】蝦名 裕一　准教授　／　佐藤 健　教授
【前列】栗山 進一　教授　／　今村 文彦　所長・教授　／　丸谷 浩明　副所長・教授

丸谷 浩明　副所長・教授
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　震災から 2 週間たたずに、私の記憶では 3 月 24 日に拠

点関係者との打ち合わせを開始し、4 月 1 日に第 1 回拠点

会議が行われました。皆それぞれに被災し、アクセス状況

も悪い中、短時間でありますが関係の方々が集まりまし

た。その時すでに、拠点を拡大する必要があるという議論

を行っていたと思います。その後、2 週間に 1 回程度拠点

会議を継続的に開催しました。余震が続く中、皆、ぼろぼ

ろの服で川内の拠点部屋に集まっていました。当時の写真

が残っていますが、そこからは、緊張感、使命感、さらに

は疲労感が漂い、さまざまな思いが伝わってきました。

　3 月 30 日には伊豆仁志財務部長（現・東北大学副学長）

が来られ、期限付きではない組織として、東北大学で 70

年ぶりの附置研究所の設立を政府に要求する相談があり

ました。ここで、拠点組織の単なる拡大を超え、研究所

設立に向けて大きく舵を切ることになりました。5 月 6

日、井上明久総長から公式に新研究所設立を求める意向

が表明されました。

　震災の全体像、東北地方を含む社会全体で一体何が起

きたのかに関しては、学外からも大きな関心が寄せられ

ました。4 月 13 日には研究拠点として第 1 回の緊急報

告会「1 ヶ月後緊急報告会」を開催したところ、関係者、

メディア、市民で会場がいっぱいになりました。その後、

2 ヶ月後、3 ヶ月後と定期的に報告会を開催しましたが、

毎回、参加希望者が会場に入り切れない状態が続き、防

災関係者だけでなく幅広い

方が関心を持っていること

が明らかになりました。新

組織の設立に関しては、国

への要望や大学全体の動き

や要望という面ももちろん

ありますが、今回の実態を

きちんと解明し、災害を繰

り返さないようにという社

会的要請があることも強く

感じました。1 年弱という

短い期間で、よく研究所が立ち上がったと思います。文

部科学省をはじめとして、東北大学本部、関係部局のご

協力で新体制が整いました。

丸谷：それでは栗山先生、お願いします。

栗山進一教授（以下、栗山）：3.11 に関する、私と、医学部・

医学系研究科の動きをお話ししたいと思います。

　私の専門は公衆衛生学です。これは、個人ではなく人

間社会全体に注目し、生活習慣・先端医学の両面から、

病気になってから対応するのではなく病気にならないよ

うにする、なっても軽症ですむよう働きかける分野です。

2011 年 2 月、日本の 10 万組の子どもたちとその両親が

参加する大規模疫学調査「子どもの健康と環境に関する

全国調査（エコチル調査）」を始めていました。子ども

を母親の胎内から追跡し、子どもの健康との関連要因を

明らかにする調査です。私は同調査のうち宮城県の 9,000

人を担当し、県全体を巻き込み準備を整え、いよいよ参

加者を募る、という状況で 3.11 が起きました。

　地震発生時、私はエコチル調査の会議に出席するため、

医学系研究科長の八重樫伸生先生とともに東京にいまし

た。会議後、先生と別れ、14 時 56 分の新幹線で帰ろう

と東京駅のホームに向かっていたところ、グラグラして

一瞬「自分は脳卒中になったか」と思いました。しかし

ホームでは新幹線が激しく揺れて火花を散らし、皆が騒

いでおり、地震とわかりました。当面、新幹線は動かな

いこと、震源は宮城県沖であることを知り、すぐに帰る

ことにしました。頼み込んでレンタカーを借り、一般道

を 11 時間かけ、土砂崩れを迂回しながら、仙台にたど

り着きました。

　医学部では、地震発生後すぐに緊急災害対策本部が設

置されました。3 月 12 日、災害対策本部に教授が集め

られ、対応を検討しました。まだ地震発生から 72 時間

経過しておらず、救命に全力を尽くそうと、医者全員に

指令が出ました。

今村 文彦　所長・教授

栗山 進一　教授

1ヶ月後緊急報告会資料
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　私は対策本部で、支援物資・医師を被災地へ手配する

手伝いをしました。皆、何も食べないで働きましたが、

その時は食べなくても大丈夫でした。何日かしておにぎ

りを 1 個食べ、ああ、人間って物を食べるんだなと思い

ました。3 月 13 日には研究科手配救援物資の第一陣が到

着し、物資と派遣医師が乗った車両を被災地に送ること

を数日繰り返し、その後、DMAT（災害派遣医療チーム）、

DPAT（災害派遣精神医療チーム）が入りました。その後、

私は、産婦人科で「産まれそうな妊婦さんがいるが、取

り上げて洗う水がない」「対応します」といったような

ことをずっとやっていました。

　震災から 1、2 週間が経ち、今後に関する中長期的な

議論が始まりました。私は文部科学省、厚生労働省等を

はじめとするさまざまな大規模プロジェクトを開始し、

今日まで続けています。後ほど話しますが、それら大規

模調査から、東日本大震災がもたらした健康への悪影響

が今日も続いていることが示されています。次の災害へ

の備えも大きな課題で、災害医学研究部門は危機感と使

命感を持ち、一体となって取り組んでいます。

　災害研については、新組織として災害公衆衛生学分野

が設けられることとなり、2012 年 7 月からメンバーに

加わりました。

丸谷：次に、佐藤健先生、お願いします。

佐藤健教授（以下、佐藤）：私は2000年に災害制御研究

センターに着任し、その翌年に同センターの公開講座の

企画を担当しました。そのテーマを「専門領域を横断し

た地震防災のためのコラボレーション」とした関係で、

学内におけるさまざまな分野の災害研究者にパネリスト

を依頼することになりました。それで、経済学の増田聡

先生や、医学の故・上原鳴夫先生（いずれも後の防災科

学研究拠点メンバー）をはじめとする、理学・工学以外

の先生方とのつながりできました。その後もさまざまな

分野の先生方と顔の見える関係を継続していました。

　3.11 の 1 週間後、私の携帯に上原先生から電話があり、

「宮城県庁に来て医療整備課を手伝ってほしい」と頼ま

れ、宮城県庁の中で災害保健医療支援室のメンバーとし

てのボランティア活動をすることになりました。そのた

め、当時の災害制御研究センターの会議等にはほとんど

出席することができませんでした。東北大学の授業再開

がゴールデンウイーク明けとなったため、5 月上旬まで

宮城県庁に通い支援活動をしていました。

　ところで、仙台市主催・災害研共催で「災害に強いコ

ミュニティのための市民フォーラム」を継続開催してき

ており、昨年度で第 16 回を迎えました。実はこのフォー

ラムの第 1 回は、2006 年 2 月に、仙台国際センターで開

催された第 11 回日本集団災害医学会総会にあわせ、上

原先生や増田先生と共に企画した市民フォーラム「災害

に強いコミュニティ」でした。こういった学際連携に基

づいた防災啓発活動は 3.11 の前から取り組んでおり、今

日に至るまでずっとつながっています。

丸谷：それでは、蝦名先生、お願いします。

蝦名裕一准教授（以下、蝦名）：私は 2009 年度に博士論

文を出し、歴史研究を進めると同時に、平川新先生の歴

史資料保全活動に参加していました。2010 年、東北ア

ジア研究センターの教育研究支援者となり、防災科学研

究拠点で定期開催されていた勉強会に参加し、そこで今

村先生と初めてお会いし、理系分野の方々と頻繁に顔を

合わせるようになりました。

　3.11 の時は、センターの研究室にいました。本棚から

大量の本が落ちてきて、防災対策の重要性を身をもって

体験しました。地震でセンターはエレベーターが壊れ、

立ち入り禁止になりました。自宅は停電・断水のため、

センターの駐車場の自家用車の中で 3 日ほど野宿をしま

した。3 月 11 日の夜は満点の星空だったことを憶えてい

ます。

　その後、平川先生と合流し、防災科学研究拠点を動か

さねばならないということで、川内北キャンパス講義棟

佐藤 健　教授

緊急災害対策本部
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の資料室をオフィスとして借用し、パソコンなど必要物

品を運び込み、さまざまな活動を行っていく手伝いをし

ました。

　当時の拠点オフィスには、私のほか、佐藤大介先生、

天野真志先生（いずれも後に災害研教員）がスタッフと

していたのですが、約 1 か月、平川先生のご自宅で食事

をはじめ生活の面倒を見ていただきました。それがなけ

れば震災直後の活動はとてもできませんでした。今でも

平川先生ご夫妻には頭が上がりません。

　震災から数日後、インターネット機能が回復したので、

被災した歴史資料を捨てないでくださいと発信し、社会

に歴史資料保全の重要性を訴えるとともに、ガソリンの

供給と交通網が回復するのを待って、被災地の歴史資料

保全活動を始動しました。このことで、東北大学が宮城

県における文化財、歴史資料の救済のひとつの拠点とし

て内外から認識されるようになりました。全国からボラ

ンティアで参加したいという人たちも集まり、震災後の

1 年間は、被災地での史料レスキューや、外からの協力

者の方々との調整をしていました。

丸谷：防災科学研究拠点と災害制御研究センターはどち

らも災害研の前身ですが、ここでそれぞれをもう少しご

説明いただけますか。

今村：防災科学研究拠点は平川先生を拠点代表とする全

学的なバーチャル組織でした。プロジェクト研究という

ことで研究費と若干の人件費がありました。

　災害制御研究センターは東北大学工学研究科の附属研

究センターで、1990 年に発足し、10 年ごとに改組され

る時限付き組織でした。2010 年には 3 期目を迎え、そ

の時は、地震工学研究分野、津波工学研究分野、災害ポ

テンシャル研究分野の 3 分野で構成されていました。震

災前は月に 1 回程度、地震・津波に関する研究に特化し

て会合を開いていました。

　防災科学研究拠点と災害制御研究センターは別の組織

ですが、拠点には災害制御研究センターのメンバーがほ

ぼ全員参加しており、拠点の中では災害制御のメンバー

が最も多い状況でした。しかし、拠点における活動は幅広

く、災害制御メンバーが中心というわけではなく、皆で連

携し新しいテーマについて協力して取り組んでいました。

蝦名：私は、当初は東北アジア研究センターの所属で、

防災科学研究拠点の正式なメンバーではなかったのです

が、平川先生のもとで活動していた関係もあり、拠点に

本格的に参加していくことになりました。

今村：若手教員の参加といえば、災害制御研究センター

には、2011 年 4 月から佐藤翔輔先生が京都大学防災研究

所から着任される予定でした。震災発生を受け、時期を

早めて 3月 12日から、一足早く着任していただきました。

丸谷：平川先生が防災科学研究拠点代表になられた経緯

も、お話しいただけますか。

蝦名：2003 年７月 26 日に宮城県北部地震が発生し、平

川先生を中心として被災した歴史資料の救済活動が展開

されました。これがきっかけとなり、宮城県沖地震を想

定した防災研究を進めていた今村先生たちとの連携が始

まりました。2005 年に平川先生が東北アジア研究セン

ター長に就任したことをうけ、2007 年に同センターに

事務局を置いて防災科学研究拠点が発足し、平川先生が

拠点代表となりました。

丸谷：医学部門が災害研に加わった経緯については、い

かがでしょうか。

蝦名：資料によると東日本大震災の発生直後、医学系研

究科と大学病院で災害医療統合研究センターの設置構想

が持ち上がり、その後、井上総長の新研究所設立の動き

に一本化することになったとのことです。

今村：災害研という新組織をつくる際、先ほどもお話に

出た、医学系研究科の八重樫伸生教授（現医学系研究科

長）と五十嵐和彦教授（前医学系研究科長）にご参画を

いただき、多大なご協力を得てスムーズにことを進める

ことができました。

蝦名 裕一　准教授
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働や、人間科学分野での避難行動等に関する研究連携が

進展したと思います。

栗山：災害研というより、災害復興に携わる医学として

やってきたことになりますが、医学系研究科や大学病院

は、先ほどお話ししたように急性期はてんてこ舞いでし

た。次に、被災地の医療を立て直すことになりました。医

学部の定員を増やし、地域保健支援センター、私が兼務

する東北メディカル・メガバンク機構等が連携し、医師

不足に悩む志津川、石巻等へ医師がローテーションで手

伝いに行き、かつ、その医師が一定期間後には大学に戻っ

て研究もできる仕組みを作り、今日まで続いています。

　この 10 年の研究面での成果として、さまざまな大規

模調査により、被災者の実態を明らかにしたことがあり

ます。エコチル調査、文部科学省の地域子ども長期健康

調査（2012 年開始）、厚生労働省の保育所調査（2012 年

開始）、東北メディカル・メガバンク機構による健康調

査（2013 年開始）は、いずれも今日まで継続していますが、

計 20 万人を超える人々の実態が分かりました。

　まず、被災地では震災直後に高血圧、高脂血症等の治

療中断が非常に多く、がん検診受診率が落ちた。すなわ

ち重症化してから受診するという問題が増えました。こ

の知見を自治体へ伝え、対応施策に役立てていただいて

います。

　また、3.11 の後、被災地では自殺者が減りましたが、

1 年半後から増加に転じ、全国平均を超えました。最近、

やっと落ち着いてきましたが、これは、巨大ストレスが

あると茫然とし自殺に至らないのですが、うつ病と同じ

く、回復過程にある時が最も危険という現象です。被災

者のエネルギーが少し戻ってきた時と、支援者が被災地

を離れる時期が重なるという、震災から 1 年半のタイミ

ングで、富田博秋先生（現在、災害研兼任）を含めた精

神医学の専門家と共に、被災者ケアを手薄にしないよう

提言も行いました。

　被災地の子どもについても多くのことが分かりまし

た。まず、アトピー性皮膚炎やぜんそくが増え、アレル

ギーは約 2 倍に増加しました。特に初期は、避難所や仮

設住宅で黒カビが大量発生し、厚生労働省に至急の対応

の必要性を伝えました。石巻の仮設住宅を訪問すると、

布団の下に真っ黒のカビが生えていたので、雑巾や掃除

機のかけ方など、細かな対応策を伝えました。自治体の

啓発活動にも重点的に協力しました。

　さらに、メンタル面の問題も明らかになりました。子

◆◆ この10年におこなってきたこと
丸谷：それでは、次に、災害研設立から 10 年で行って

きたこと、成果について、それぞれお話いただきたいと

思います。まず所長からお願いします。

今村：災害研の原点は発足した 2012 年 4 月であり、次

の節目は 2014 年に災害研棟ができたことです。先生方

が一同に集まり、活動する場ができたのは大きかったと

思います。続いて 2015 年に第 3 回国連防災世界会議が

開催され、この時期に研究所の基盤が整い、国際という

顔も見え始め、今日に至っています。

　災害研発足後、しばらくは工学部の青葉記念会館で所

内会議を開催することとなり、栗山進一教授、小野裕一

教授（国際防災政策）をはじめ、拠点メンバーでなかっ

た新しい先生方も参加されるようになりました。教授会

では、理工系だけでもいろいろと考え方が違うのですが、

そこに文系、医学系、実践的なバックグラウンドの先生

方が入り、この立ち上げの頃の新しさ、ユニークさは今

も強く印象に残っています。例えば、防災・減災、安全

レベル、設計などの基本用語についても認識や考え方の

違いもあり、ギャップが分かるたびにその都度丁寧な説

明や議論を行ってきました。災害研発足時、災害対応サ

イクルに沿った学術の部門構成とし、その後連携が進み、

昨年度には組織再編で新部門体制となりました。

　私が現在所属する災害評価・低減研究部門の成果とし

ては、3.11 のメカニズム解明に一定の役割を果たしたこ

とだと思います。大震災を引き起こした東北地方太平洋

沖地震の前兆の有無、その後の発災と津波や火災などの

災害の伝播・拡大過程を明らかにし、次への備えへのヒ

ントを得ることができました。

　津波工学については、従来はメカニズム解明やシミュ

レーションに取り組んでいましたが、震災後は、スーパー

コンピューターなどの最新科学に加えて、歴史学との協

第3回国連防災世界会議 パブリックフォーラム
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蝦名：今のお話の中で、「震災の影響が世代を超えて残

る」という点に、はっとさせられました。歴史学におい

て、例えば、過去の災害・疫病がその時代の世代だけで

はなく、次世代に及ぼした具体的な影響までを研究した

ものは、あまりないと思います。歴史学としても、その

時代だけで区切るのではなく、次世代との関わりも念頭

に置いて貢献したいと思いました。

栗山：研究テーマや研究対象の偏りという点では医学に

も反省があります。世界中で、医学の研究対象として成

人白人男性が多くなる傾向にあることに疑問が呈されて

きました。よって、今日の倫理委員会は、女性やマイノ

リティを対象にしているかをまず問います。また、子ど

もに関する知見が得られないことも問題視されており、

私が携わった大規模調査でも、これを意識した内容にし

てきました。

蝦名：歴史学だけではなく、医学的な視点から見ればま

た新しい知見につながるかもしれません。今、新しい研

究テーマをいただいた気がしています。

丸谷：それでは佐藤健先生、お願いします。

佐藤：この 10 年で良かったこととして、多くの若手研

究者が災害研から巣立っていったことをあげたいと思い

ます。災害研を離れたことが残念に思われる一方で、災

害研の DNA を持った研究者が国内外に広がったことに

もなります。今から 10 年後、私たちの多くはもう災害

研を退職していますが、もしかして、それぞれの分野で

第一人者になった研究者がまた戻って来られることもあ

るかもしれません。それが楽しみです。

　また、先日、災害研が連携する多賀城高校災害科学科

の卒業生で、今は宮城教育大学で学生主体に運営する自

主ゼミ「311 ゼミナール」で活躍している学生に会う機

会がありました。また、関西大学社会安全学部にも多

賀城高校の卒業生がいて、防災に関するオンラインミー

ティングの中で災害科学科出身だと言っていました。こ

のような、災害科学のマインドを持ち続けている若い人

たちがいます。災害研の研究室に所属し、卒業・修了し

た学生たちの今後にも期待したいと思います。

　一方で、この 10 年で、キラッと光る学際研究の成果

を個人的にもっと生み出したかったと思います。最近、

蝦名先生や歴史学の先生方とよくお話しする中で、生み

出せそうな学際研究があります。それは、市町村の広域

どもたちは当初何も言わなかったのです。また、子ども

長期健康調査で各学校を訪問したところ、校長先生、教

頭先生で話していて泣き出す方がおられるなど、先生方

も大きなストレスを抱えてきたことが分かりました。他

の学校に間借りをして肩身の狭い思いをしている。子ど

もたちも課題を抱え、先生同士もいろいろあり見えない

ところで苦しんでおられました。そして、子どもたちか

らもようやくいろいろなものが出てきたので、それらを

政策提言し、カウンセラー配置などに役立てていただき

ました。今、当時調査した子どもたちが思春期に入って

いるので、不登校等の問題を抱えていないかも調査して

います。

　被災者は、喫煙率が高止まり、肥満も大きな問題であ

る傾向も明らかになりました。妊婦さんが喫煙すると赤

ちゃんが小さく生まれる傾向があり、小さく生まれた女の

子が大人になり妊娠すると妊娠高血圧症候群になりやす

く、妊娠高血圧症候群のお母さんから生まれた子どもは、

2 歳のときに自閉傾向になる割合が高めになることがわか

りました。被災者の高喫煙率が次世代に悪影響を与える

負の連鎖は、5 年、10 年で終わらないと思われます。震災

が健康に与える影響は少なくなってきたと思われるかも

しれませんが、これらの知見に基づき、対応しないと大

変なことになるとさまざまなところで言ってきています。

　この 10 年を総括すると、震災は全く終わっていない

というのが結論です。COVID-19 でも、メンタル面や肥

満等、よく似た悪影響が出ています。感染症を含む災害

としての共通項を明らかにし、得られた知見を次の災害

への備えに生かすことが必要です。

　公衆衛生学では、人の健康を急激に悪化させるのは、

自然災害、疫病・感染症、飢饉、戦争と言われています。

東日本大震災、COVID-19、そして戦争まで起こってい

ます。災害医学研究部門では、この状況で何ができるか

議論を続けています。ここで何もできなければわれわれ

の存在意義はないと考えています。
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たちのためだけではなく、目の前の惨状を打開するため

にどう生かせるのかと自問自答することになりました。

それが自分たちの研究を推し進める大きなモチベーショ

ンになりました。

　先ほど佐藤健先生が、10 年間で巣立っていった人たち

についてお話しされましたが、この 10 年間、さまざまな

研究者が東日本大震災の被災地という同じ空間を共有し、

多面的な視覚から議論を重ねてきたことが、それぞれの

災害研究の深化につながっていったと感じています。

　一方で、10 年を経て被災地が復興するにしたがって、

現場を共有しなくなり、また互いの研究に壁ができてし

まうのではないかという危惧も持っています。震災時の

研究共有をたまたまで終わらせてはなりません。東日本

大震災という特別な状況でなくとも、災害研は学際研究

を意識的にやっていかなければいけないと思います。

今村：我々にとっては、対面のコミュニケーションと

フィールドワークが大切なのですが、COVID-19 の悪影

響も大きいですね。

丸谷：新型コロナのため、このところ所内でも若手の交

流が減ったという懸念の声があります。互いに会える機

会をもうちょっと作る必要があるのかもしれませんね。

合併前の旧市町村教育委員会が発行していた小学生向け

社会科副読本に着目した研究です。合併してしまうと使

われなくなってしまいますが、地域ごとの災害履歴など

が詳しく書かれているなど、子どもたちにとって身近な

実は貴重な学習材と言えます。副読本の記述は、それぞ

れの市史や町史に基づいて書かれているため、市史や町

史の編纂方針が、副読本の中の災害や防災の書かれ方に

大きく影響していそうなことがわかりました。防災教育

の分野は、あらゆる学問領域と接点を持ちますので、キ

ラッと光る学際研究の成果を生み出していきたいと思い

ます。

丸谷：では、蝦名先生お願いします。

蝦名：この 10 年間、私自身、いわば災害科学国際研究

所に育てられて、自分の研究をつくり上げてきました。

何よりも大きかったのは学際連携です。他分野の先生方

と一緒に研究を進めたことで、それまで歴史学だけだっ

た視野が大きく広がりました。自らの研究の意味や歴史

学の情報が、歴史研究を超えて他分野でも使えることを

学びました。

　その契機となったのは、1611 年慶長奥州地震津波の研

究でした。2011 年 12 月、今村先生と一緒に慶長奥州地

震津波 400 年シンポジウムを開催し、本格的に文理融合

型の研究に着手しました。菅原大介先生（地質学）や、

当時、災害研にいた今井健太郎先生（津波工学、現・海

洋研究開発機構）、後藤和久先生（堆積学、現・東京大

学）などと一緒に何度も被災地へ調査に行きました。私

も地質のボーリング調査や津波高を調べるための測量調

査を手伝うことで、他分野の研究手法を体験できたこと

が、今の私の研究の広がりにつながりました。メンバー

は 30 代半ばが中心で、若手というほどではないけれど、

自分たちの学問をきちんと持った者同士で同じ現場にい

るという環境が、とても刺激的でした。一方、被災地の

悲惨な現場を常に目の当たりにすることで、学問を自分

慶長奥州地震津波 400 年シンポジウム資料
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◆◆ 災害科学国際研究所のこれから

丸谷：それでは、今後の課題についてお話しいただきた

いと思います。まず、栗山先生お願いします。

栗山：災害科学全体の課題としてお話しします。まず、

東日本大震災被災者の方々については、先ほど申し上げま

したように、今後、何を継続し何にさらに注力すべきか

は明白です。一方、将来の被災者に関しては、最大の課

題は防災意識であると考えます。防災意識の高い一部の

方を除けば、興味のない方には何を言っても響きません。

　かつての公衆衛生学は、塩分の濃い味噌汁を飲む人、

喫煙をやめない人は本人がわるいとし、その結果、その

人たちは脳卒中や肺がんで亡くなっていきました。現在

の公衆衛生学は、そのような方々にも響くようにどう届

けるかを、サイエンスとアートの両面から考えます。人

を動かすには、メディアや健康増進法など複数の手法の

組み合わせが必要です。そして最後は法律なのです。た

だ訴えるだけでは絶対に人は動かないことを念頭に置

き、防災意識の向上を働きかけていく必要があります。

　再現性が少ない低頻度大規模災害に関しては、科学を

持ち込むのは簡単でないにしても、やはり人を救うため

の科学とエビデンスを追求していく必要があります。災

害研および災害科学には、サイエンス、エビデンス、実

践のバランスをどう取るかが課題になると考えます。

　ローカルとグローバルの視点を両方持つことも重要で

す。仮設住宅のその家の、シングルマザーのお子さんをど

うするのかという課題と、世界の災害にわれわれの知見を

どう適用するか、その両面を見据える必要があります。

　そして、災害研の最も重要な課題は、やはり学際です。

COVID-19 で、人命か経済かが議論されてきましたが、

人命も経済も両方大事です。災害研として、これくらい

投資するとこれくらい人命を救えるというシミュレー

ションをし、選択肢を提示する。全部対応するのは不可

能なので、費用対効果を考え、落としどころと最適解を

導き出す必要があります。災害研の理工、医学、心理、

経済、法律の専門家で取り組んで、発信できればよいと

思います。次の 10 年では、災害研はサイエンス及び実

践において、本当に人の役に立っていると評価されるよ

うになりたいと思っています。

丸谷：では、佐藤先生、お願いします。

佐藤：栗山先生のお話に関連しますが、学校防災の分野

も法律関係の課題に直面しています。国土交通省が所管と

なった法律により、学校ごとに、それぞれが曝されている

ハザードごとに子どもたちの避難確保計画を作成し、それ

に基づく訓練をすることが義務づけられました。それはあ

るべき姿なのですが、現実問題として、学校ごとに個別に

異なる自然条件と地域の社会リソースを総合的に考えて対

応するのは難しく、義務化と支援がセットでないと現場が

大変な状況があり、何とかできないかと常々思っていまし

た。災害研に法律に詳しい方がいれば、テーマごとに社会

実装につなげることもできるかもしれません。

　もうひとつ、災害研はいろいろな資金獲得に尽力して

いますが、財政基盤が厳しい状況で、中長期的戦略に基

づいて研究テーマや分野の選択・集中は不可避であると

思っています。一方で、多様な研究分野やテーマも必要

ですので、その財源を考えたときに、寄附研究部門や共

同研究部門の設置をさらに推進して取り組んでいくこと

が我々の課題かなと考えています。
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丸谷：では、蝦名先生にお願いします。

蝦名：災害科学国際研究所が発足し、学際連携、文理融

合という形で進んできましたが、では、災害科学はひと

つの学問たり得るのか、という課題があると思います。

現状、互いに連携して災害を見ていますが、連携だけで

なく融合した災害科学というひとつの学問体系を構築す

ることが求められていると考えます。それこそ 10 年で

はできないことですが、我々が研究を続け、裾野が広がっ

ていくことで、災害科学という学問ができていくのでは

ないでしょうか。

　もうひとつ大事なことは、東北地方に拠点を置く研究

所として、フィールドとしての東北地方を忘れてはいけ

ません。先ほども言いましたが、2011 年から 10 年、被

災地の現状を目の当たりにしながら考えることが私が研

究を進める原動力になっていました。東日本大震災に限

らず、東北地方は日本の人口減少より早いスピードで縮

小社会になるなど、様々な課題に直面しています。東北

の大学・研究所として、常に東北地方の被災地をフィー

ルドとしながら研究を進めることを、強く意識していき

たいと思います。

丸谷：それでは今村所長、お願いいたします。

今村：災害研には、3 つの役割があると思います。第一に、

3.11 も含めた災害に関するデータ、アーカイブ、それら

から得られたエビデンスを集約し発信するという面があ

ります。

　第二に、学際的な研究体制という面があります。災害

研発足時は、応急、復旧・復興という災害対応サイクル

をベースに各分野の位置付けをはっきりさせました。そ

の後、各分野の連携を促進するために、エリア・ユニッ

ト制という学際的フレームをつくりました。さらに部門

再編を行い、現在は 3 つの研究部門と実践部門という形

でさらなる融合を目指しています。今後、研究成果をど

う地域に還元し、地域から得られたものを研究所にどの

ようにフィードバックするかという体制づくりを進めな

くてはいけないと思います。新しいキーワード（目標）

であるレジリエンスに関しては、復興や復旧から遡り、

事前に何が必要かを考えていくことも必要と解釈してい

ます。

　第三に、組織運営のためには、人材と予算・資金が必

要です。災害研が魅力ある研究所であれば関心の高い意

欲的な人に来ていただくことができ、災害研の長所（役

割）と期待できる成長を明確にすれば、将来の投資さえ

も呼び込むことができると考えています。

丸谷：最後に皆さまからコメント等あればお願いしま

す。

蝦名：今はまだ難しいかと思いますが、将来、災害研の

研究が発展して、例えば災害科学学会のような学会が作

られれば良いなと考えています。もちろん、そのために

は災害科学とは何か、という問いに明確な答えを見いだ

す必要があります。

栗山：災害は対象があまりに広いですね。災害研が、そ

れらを統合するリーダーシップを持てればいいと思いま

す。

佐藤：災害研設立の直後、大学院で災害科学研究科を作

るとしたら、そこで何をどう学ぶかを議論していくよう

な計画があったように記憶していますが・・・。災害科

学を体系化するということは、災害科学の教育課程（カ

リキュラム）を体系化することであり、それを確立する

ことは容易ではありません。

今村：災害科学を学ぶ大学院の話は重要であり、研究所

の発足時から関係研究科に協力をさせていただきリー

ディング大学院（現在の国際共同大学院）と卓越大学院

プログラムにつながっています。学部で専門を学び、大

学院プログラムで横断的に学ぶことが可能であり、本学

の大学院ではそのような体制が整っていると思います。

なお、先ほど法律の話が出たのですが、災害研として法

律を意識して、社会のルールづくりにきちんと貢献した

いという新たなテーマはありますね。

　

栗山：災害の事前対応が難しくなる理由は、やはり低頻

度というところですね。病気は比較的身近で、他人事と

思っても少しは気にかける素地があるのですが、例え

ば 100 年に 1 度の災害なら、「あいつは毎年こんなこと

を言ってるが、50 年たっても何も起こらない」となる。

災害研として、歴史や世界レベルで見たらこれだけ災害

が頻発していると発信する必要があると思います。

今村：災害が起きれば被害が目に見えますが、事前の防

災対策がどれだけ奏功したのかを示しにくい問題もあり

ます。
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栗山：医学でいえば、健康診断で体重の増減や血圧の上

下が可視化されますが、低頻度災害はそこが難しいですね。

防災で得をしたことが目に見えるようにする方法を、人文・

社会科学系の先生方に相談したいと思っていました。

蝦名：歴史を調べていると、昔の人々がいかに災害や疫

病に関して敏感だったかを知ることができます。先人た

ちは、自然をよく観察して災害の危機を察知したり、自

分たちで薬を作ったりお灸をしたり、健康維持を心がけ

ていました。一方で、今回のコロナウイルスへの対応で

は、私たち市民は病院と行政に依存するしかなかったの

が現状です。歴史の中から、人間社会と自然災害や感染

症との根本的な向き合い方を学びたいと考えています。

栗山：今はさまざまな技術があり、例えばシミュレーショ

ン的に、対策しない場合、想定される災害が起こるとあ

なたはこうなりますよというのを可視化し、防災の必要

性を実感する手段を開発するのはどうでしょうか。

今村：いろいろなシナリオで見ていただき、選択は個人

や地域でしていただくということが重要です。

佐藤：他大学の産学連携プロジェクトになりますが、地

震で室内の家具が転倒したときに危険な場所を診断する

「室内危険度診断システム」という個人のリスク認知を

促進するためのアプリがあります。自分の部屋の家具の

配置や建物の階数、居住階などの条件をセットし、地震

の揺れの強さに応じた室内空間の危険性について、シ

ミュレーションによる結果を視覚的に分かりやすく表示

できるものです。このような例が参考にならないでしょ

うか。

栗山：サイエンスでリスクを計算し、災害が発生すれば

こうなりますよと呈示する。そこに更に法律や経済の費

用対効果まで入れば、かなり有効なのではないでしょう

か。

丸谷：本日は、当研究所の設立経緯からこれからの取り

組み方針までお聞きでき、私も大変刺激を受け、例えば、

災害研の皆さんの取り組みを防災の法律に反映する研究

も必要かもしれないと考えたところです。

　それでは皆様、本日はありがとうございました。

（座談会実施：2022年6月30日、写真撮影：鈴木通江）

自然災害の歴史から防災を考え研究を進める「疫病退散プロジェクト」
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災害科学国際研究所の設立 10 周年、誠におめでとう

ございます。

「もう 10 年経ったのか…」と、その時の流れを「あっ

という間に」と感じると共に、この 10 年の歩みの、計

り知れない重みも実感しております。

エフエム仙台で、今村先生をパーソナリティに迎え

た防災啓発番組をスタートしたのが、2003 年 10 月。

そして、前任者から引き継ぐ形で、番組を担当するこ

とになったのが 2004 年 4 月。当時、発生確率が高まっ

ていた宮城県沖地震に備えて、県民の防災意識の向上

に寄与したいというのが、番組スタートの理由でした。

以来 18 年半…、日曜朝の 30 分番組「Sunday Morning 
Wave サンデー ･ モーニング ･ ウェイブ」は、現在も続

いています。

地震や津波のメカニズム、過去の大災害、2004 年の

インド洋大津波をはじめとする、世界各地で発生して

いる自然災害の現地調査の報告など、さまざまなテー

マで、わかりやすく、コンパクトにお話しいただく、

今村先生の「地震に自信を」（スタート時から踏襲）コー

ナーは、すでに 960 話を超えています。

番組の後半には、「東北大学防災 UPDATES !」という

コーナーを設け、スタート当初は災害制御研究センター

の研究者の方々を中心に、そして、災害研設立後は、

災害研の研究者の皆様を中心にご出演いただき、災害

科学の最新の情報をお話しいただいております。また、

東日本大震災の発生を契機に、やはり、お話しいただ

く内容は、被災状況調査の報告、津波の実態の解明、

復旧・復興の過程における課題、災害医療、災害精神

医学、アーカイブについてなど、私たちが体験した大

震災を軸にした多岐にわたるものとなっています。

災害研広報誌の【イリディス・レポート】の創刊号に、

初代所長を務められた平川新先生の「社会や暮らしの中

で役立つ“実践的防災学”を築くために。」と題したご

挨拶文が掲載されていますが、長年にわたる、ラジオ

を通じた情報発信は、すでに、その精神のあらわれで

あったと感じています。理系が中心だった災害研究に、

歴史学も含めた文系との融合が肝要とのご見解を従前

からお持ちだった平川先生のご慧眼、そして、機敏で、

果敢な行動力で、地域防災にも力を尽してこられた現

所長の今村先生、このお二人の存在があってこそ、災

害研のゆるぎない礎が築かれたのだと思います。

「知識はいのちを救う」。今村先生が日ごろからおっ

しゃっている言葉です。災害で失われる命をなくすた

めにも、世界に向けた情報発信と共に、私たちの生活

に身近なメディアであるラジオを通じた発信を、末永

く継続していただけたら、幸いです。

10 年に寄せて

設立10周年を迎えた災害科学国際研究所に思いを馳せて、

当研究所を良く知る皆様よりお言葉を頂きました。

“防災を柔らかく伝える”を心がけて
～ラジオを通して、災害研と歩んできた10年～

エフエム仙台 防災・減災プロデューサー　板橋 恵子

Date fm「 Sunday Morning Wave」（日曜日 8:25 ～ 8:55）収録風景

板橋恵子さん近影
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2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分に発生した東日本大震

災とその後に押し寄せた大津波、更に津波による東京電

力福島第一原子力発電所事故を目のあたりにして、社会

インフラの脆弱さ、科学技術の無力さ、生命の儚さを痛

感し、震災地域の学術の要である東北大学として、今後

この種の大災害に対してどのように貢献すべきかについ

て考えさせられました。大学での学術は分野別に細分化・

深化されているが、自然災害は縦割りの細分化された学

術分野を超越しており、これに対応するためには、これ

までにない学術分野融合、地域・国際連携型の長期視野

に立つ新しい研究機構を創設して、レジリエンス性の高

い安全・安心な人類社会の構築に取り組むことが不可欠

であることを認識させられました。

2011 年以降の 11 年間を見ても、地震は頻繁に起きて

おり、東京直下地震、東海地震、南海地震などの危機

は高まっていると言われています。また、地球温暖化

が原因と考えられる台風や集中豪雨の大型化などによ

る風水害や土砂崩れ、局地的な雷、雹、霰、竜巻被害、

一方では乾燥、熱波による砂漠化や山火事などが世界

規模で多発しており、災害・防災・予知の国際連携研

究の重要性は一層高まっています。

本学の災害科学研究体制の構想段階において、設立趣

旨や必要性は文部科学省をはじめとする関係者に理解頂

けたとしても、実際には、分野融合型の新研究所の実現

化には、学内の関連部局から相応しい人材と教員席を拠

出して頂けるか否かが鍵であったと思っています。

新研究所創設に関する本学の最終案を 2012 年度の概

算要求項目として提出する期限は 7 月末日であり、そ

の時までに新研究所の目的を果たせる研究・教育分野、

教員席、国際連携体制などの案を確定しなければなり

ませんでした。大震災直後であったこともあり、工学

研究科、理学研究科、医学研究科、情報科学研究科、

東北アジア研究センターの各部局長ならびにそれら部

局の教授会において新研究所創設のための人材と教員

席を拠出することの同意が得られた結果、拠出教員数

に近い数の新教員ポスト増を文部科学省から認められ、

2011 年 8 月下旬に新研究所案が文部科学省から財務省

に提出されました。同年 12 月下旬に財務省から、2012
年 4 月 1 日に「災害科学国際研究所」と称する新研究

所が、東北大学として約 70 年振りに 6 番目の附置研究

所として発足することが決まったとの連絡を受けたこ

とを記憶しています。

2012 年 1 月には、新研究所の初代所長は東北アジア

研究センターの平川新教授、副所長は工学研究科の今

村文彦教授にお願いすることを両先生同席の場で決定

させて頂きました。また教員人事においても、学際・

融合、国際性、地域貢献、新規性を基軸として、研究

業績を挙げている若手の登用、優秀な外部人材の招聘、

学内での安易な昇任人事の回避などについてお願い致

しました。

結果として、新研究所の構想案に基づいた災害リスク

研究部門、人間・社会対応研究部門、地域・都市再生研

究部門、災害理学研究部門、災害医学研究部門、情報管理・

社会連携部門の 6 部門の外に、東京海上日動株式会社の

寄附による寄附研究部門も加わることが内定し調印式に

臨んだことを覚えています。また、国際連携の礎として

私の総長在任時に本学の加入が認められたＡＰＲＵ（環

太平洋大学協会）を活用すること、更に震災直後の 2011
年 4 月に発足した本学の災害復興新生研究機構と協調し

て国内外での防災教育の推進、地域の人々への情報伝達、

啓蒙活動、震災記録のアーカイブ化なども新研究所の使

命となりました。

2022 年 7 月初旬に当研究所を訪問させていただき、

今村所長、江川新一教授から研究所の発展の経緯と現

在の活動状況の説明を受けました。緑豊かな研究教育

環境の下で災害科学の学際融合研究が国際・地域連携

下で行われ、有益な数々の新成果が得られ、国内外の

防災、減災の取り組みに活かされていることを実感で

きました。更に、災害レジリエンス共創センターなど

の新しい取り組みによる若手人材（助教層）の発掘、

育成、継承にも努められており、心強く感じました。

高度なレジリエンスを持った社会の構築に研究所関係

者が一丸となって奮闘されている様子を理解でき、災

害直後の 2011 年 5 月頃に思い起こした本学の使命が十

分に果たされていることを再認識致しました。

最近の数年間は、地球温暖化に伴う異常気象もより

顕著となり、自然災害の危険性が一層高まっており、

本研究所の重要性は発足時より高まっています。日本

で唯一無二である本学附置の災害科学国際研究所が、

レジリエンスな人類社会構築への貢献度とそのプレゼ

ンスを高め、世界の中核拠点として益々発展されます

ことを祈念致しております。

災害・防災科学の世界的中核拠点を目指して
東北大学 元総長　井上 明久
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2012 年の 4 月に創設された災害科学国際研究所（災

害研）は、今年で 10 周年の節目を迎えました。この間、

災害科学に関する研究を推進し、国内外に貴重な情報

を発信してきた皆様の努力に対し敬意を表します。

災害研は東日本大震災の直後に設置が決められまし

たので、大震災を契機に構想されたと思われがちです。

しかし本学では 2007 年に、当時、30 年以内にはほぼ

99％の確率で起こると言われていた宮城県沖地震に備

え、理学、工学、地学、心理学、経済学、医学、歴史

学など様々な分野の研究者が集い、災害科学を総合的

にまた実践的に研究する体制を整えていました。従っ

て、震災直後にも拘わらず直ぐに災害に総合的に対処

する研究所を立ち上げることができました。まさに備

えることの重要性が認識されたといえます。

スタート時にはそれぞれが研究科に分散して活動し

ておりましたが、2014 年には新しい研究棟が完成して

おります。竣工を祝う式典が催された日の華やかな気

分を懐かしく思い出します。これを契機として研究者

が一堂に会することができるようになり、研究も一段

と促進されました。

職員数は復興予算や各研究科からの割愛で処置され、

現在とほぼ同じ規模でスタートできたと記憶していま

す。ただ、復興予算はその後漸減しましたので、人員

を維持するために学内予算の重点配備を行い、また文

科省との折衝で定員化を進めるなど、それなりに苦労

しました。現在の活溌な研究活動を拝見しますと、苦

労のしがいがあったと当時の努力が報われたように思

えます。

災害研の活動は多岐にわたり、この 10 年間には様々

な活動がなされております。思い出に残る出来事も沢

山有りますが、私には 2015 年に開催された第 3 回の国

連防災世界会議が印象に残っています。主催は国連及

び仙台市で、世界の 180 を超える国からの参加が有り、

メインの会場では政府高官等の会議が行われましたが、

学術的な会議は本学が主体となっております。パネル

ディスカッションやシンポジウムなどに本学の多くの

研究者が参加しました。東北大学が開いた報告会には

当時の藩基文国連事務総長が参加され、講演をしてく

ださいました。このことも思い出深い出来事でしたが、

何よりも嬉しかったのは、最終日に採択された仙台防

災枠組や仙台宣言の中に、被害の救済よりも防災を重

視する災害研の先生方の考えがしっかりと反映された

ことです。仙台宣言の最初には、「1. 世界の災害の影響

と問題を認識し、防災のための努力を強化することを

宣言する」と記されています。

我が国は地震や台風などの自然災害が多い国です。

地震だけでも長野、熊本、北海道、大阪、能登と、立

て続けに起こっております。南海、東南海地震も近い

将来必ず起こると言われています。また、台風などの

風水害も近年一段と激烈になっております。さらに今

回のコロナ禍に代表されるような新規の感染症が、今

後も地球規模で起こると思われます。

災害研の実践的防災学がさらに展開され、世界の未

来が安全・安心で快適となるように期待しております。

東北大学災害科学国際研究所の創設10周年を記念して
東北大学 前総長　里見 進
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東北大学災害科学国際研究所（以下、災害研）が開

設 10 周年を迎えられたこと、誠におめでとうございま

す。この間、東日本大震災からの復興を目指して災害

研と共に走り続けてきた者としては感慨もひとしおで

す。私は研究所の設立（2012 年 4 月）と期を一にして、

里見進前総長から震災復興推進担当理事に任じられま

した。東北大学災害復興新生研究機構の下で「東北大

学復興アクション」が始まっており、その中核をなす 8

つの全学的重点プロジェクトの 1 番目が「災害科学国

際研究推進プロジェクト」でした。スタートが大学と

しては 70 年ぶりの研究所新設であったことが、その重

要性を物語っています。

研究所の設立時点では研究体制が不十分でしたので、

全学的な支援のお手伝いが私の最初の仕事になりまし

た。2 年後に研究所の建物が完成した頃には研究体制も

整い、目標である「実践的防災学の創生」に向かって急

速に発展しました。私は学外来訪者を案内して研究所を

頻繁に訪問し、その発展の様子を垣間見てきました。そ

して研究成果を、災害復興新生研究機構のシンポジウム

や報告書等で真っ先に紹介させて頂きました。文理連携

による過去の巨大地震・津波の解明、リアルタイム津波

浸水予測システムの開発、国際連携による災害統計グ

ローバルセンターの設置や世界防災フォーラムの開催な

どの他、多数の成果が得られており、これらが東北大学

復興アクション全体の発展に繋がったことに感謝してい

ます。

私自ら関与した取り組みもいくつかありました。中

でも、思い出深いのは『減災ポケット「結」プロジェクト』

です。これは子ども達への防災・減災教育プログラム

であり、教育委員会との折衝や共同実施者の仙台放送

との連携が必要なために本部の社会連携課が支援にあ

たりました。そこで、各種イベントでは私が大学代表

を務めることになりました。保田真理助手の出前授業

にも何度となく同行し、遠くは和歌山市まで出かけま

した。鳥羽市長に直接交渉して、鳥羽市での出前授業

実施にこぎつけたことも思い出されます。教材である

減災ポケット「結」（ハンカチ）の製作資金集めには苦

労しましたが、幸いにも多くの会社・団体等からの支

援を得ることができました。出前授業は、2021 年度末

時点で実施校 310 校、児童数 18,000 人を越えています。

このプロジェクトは、その意義と実績が評価され、ジャ

パン・レジリエンス・アワード 2018 の教育機関部門で

金賞を受賞しました（写真）。実践的な取り組みを社会

と一緒に創り上げ、継続することの重要性が評価され、

大変嬉しく思いました。

関東大震災の後に物理学者の寺田寅彦が「文明が進

めば進むほど天然の暴威による災害がその激烈の度を増

す」と述べたように、私たちは豊かで快適な生活を享受

する見返りとして、自然災害の複雑化、大規模化に直面

し、感染症を含む様々なリスクと隣り合わせに生きるこ

とを余儀なくされています。一方で文明の進歩は災害に

対する備えの高度化を可能にしているはずです。私たち

が震災復興の先に目指すべきは、自然災害や様々なリス

クと共生しながら、しなやかで持続可能な社会を実現す

ることです。東日本大震災からの復興を経験し、社会の

理解を得て、社会と一緒に創ることの重要性を学んだ東

北大学だからこそできることがあります。災害研にはそ

のような取り組みの先頭を走り続けて頂きたいと思いま

す。今後益々の発展を祈念しています。

災害科学国際研究所設立10年に寄せて
東北大学 参与（前理事・副学長）　原 信義

ジャパン・レジリエンス・アワード 2018 の表彰式にて、
保田真理先生と
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2011 年 3 月 30 日、井上総長のメッセージを今村教授と平川に伝える伊豆仁志財務部長（背中）

災害科学国際研究所が創立されて 10 年が経ちまし

た。その間、2017 年度に東北大学は世界最高水準の教

育研究活動の可能性をもつと評価されて、指定国立大

学法人となりました。そのなかで、本学が特に強みを

有する 4 領域の一つとして「災害科学」があげられて

います。しかも、「文理融合 ･ 学際研究を通して災害科

学を新たなディシプリンとして学術的に確立」と記さ

れています。この指定を知ったとき、感無量でした。

あまり知られていないことだと思いますので、2006

年度末に東北大学防災科学研究拠点を立ち上げたとき

のメンバーを紹介しておきます。今村文彦（工学部、

津波工学）、仁平義明（文学部、心理学）、長谷川昭（理

学部、地震学）、増田聡（経済学部、地域計画）、源栄

正人（工学部、地震工学）、吉原直樹（文学部、社会学）

の各教授と、平川（東北アジア研、歴史学）の 7 人でした。

これらのメンバーで、文理連携型の防災研究拠点をつ

くろうと相談をしたのが始まりです。

この陣容が固まったあと、当時の井上明久総長に、

来るべき災害に備えるための研究拠点は、必ず東北大

学の代表的な社会貢献事業になりますと、支援の要

請をしました。井上総長は即座に、それはいいねと、

2007年度の総長裁量経費に採択してくださったのです。

この決断は、とても大きな意味をもつことになりまし

た。東北大学防災地域連携オフィスを開設して、社会

の防災ニーズに対応する、学内横断的な文理連携体制

が東北大学にできたからです。

翌 2008 年 6 月に発生した岩手・宮城内陸地震時に、

16 分野 17 人に拡大していた防災科学研究拠点は、直ち

に被災状況調査と被災地支援にフル回転しました。文

科省も東北大学に防災科学研究拠点が存在することの

意義を評価し、特別研究経費を交付してくれました。

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生。防災科学研

究拠点のメンバーは猛烈な勢いで震災対応をしていまし

たが、同月末、当時の伊豆仁志財務部長から井上総長の

メッセージが届けられました。被災地にある大学として

災害研究の世界的中心にならなければならない、防災科

学研究拠点を基盤にして災害科学の附置研究所を立ち上

げてくれないかというものでした。以後、総長、本部、

各部局長、文科省とも相談しながら研究所構想を練り上

げ、わずか 1 年後に災害科学国際研究所を開設すること

ができたのでした。

防災研究拠点へのバックアップもそうですが、とく

に災害科学国際研究所の開設は、当時の井上総長の決

断と強いリーダーシップによって実現しました。災害

研草創期の歴史として、記憶しておきたいと思います。

東北大学名誉教授
（初代 IRIDeS 所長） 平川 新

記憶しておきたいこと
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東北大学災害科学国際研究所が設立 10 周年を迎えら

れましたことを、心よりお喜び申し上げます。

平成 24 年 2 月 16 日付けで、災害科学国際研究所（仮

称）設置準備室長を拝命し、一か月半後には東北大学

の附置研究所としては 70 年ぶりの創設ということもあ

り、社会からの関心の高さやメディア取材対応もしっ

かりと行う必要があるにも関わらず当時スタッフは私

を入れて 2 名体制というかなり厳しい環境下でのスター

トとなりました。

震災後ということもあり、発足に関連する様々な式

典等についても、ネーミングの工夫を要するなど精神的

にも緊張感を持ちながら執務しておりました。そういう

状況でしたが、平川所長をはじめ多くの先生方と議論を

しながら課題等を解決し、研究所の活動を広く社会に還

元できるよう前を向き懸命に走り続けたことは大変貴

重な経験であり、現在の仕事にも大きく影響を及ぼして

います。特に、プランニングは得意分野であり、アイディ

アを先生方に提案し、実行に移すことができ満足度が

高い時期でもありました。事務組織体制の強化のため、

先生方の研究費を圧迫しかねない金額ではありました

が、先生方からの理解を得て、スタッフを増強できた

ことで、先生方へのサービス向上に繋がり、事務と先

生方の関係も良くなることで、災害研のアクティビティ

向上に大きく貢献できたと自負しております。

災害研の新棟工事も順調に進む中、平川初代所長の

所長任期満了および退職もあり、今村新所長を支える

ことになりました。対話を重視しながら、新しい試み

を提案し、実行に移すことができました。一例として、

教員全員との面談を提案し、数多くの先生方の研究テー

マについて話を聞く機会を得たことは大きな財産とな

りました。事務長がアポなしで研究室を訪問し、長時

間語り合ったりすることは通常の部局では出来ないこ

とですが、嫌な顔をせず対応してくれた先生方には感

謝しかありません。

災害研を離れる際、迂闊にも涙し、離任式のあのシ

チュエーションは今でも記憶に強く残っております。災

害研を離れ、5 年経ちますが、今でも災害研の応援団で

すので、引き続き先生方の活動を支援していきたいと

考えております。

あれから10年
～災害研発足時を思い返して～

東北大学工学部・工学研究科 事務部長（兼務）研究推進課長、DEI 推進事務局長
（元 IRIDeS 事務長　2012～ 2016年度） 阿部 昭
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災害科学国際研究所の設立 10 周年おめでとうござい

ます。

災害科学国際研究所（以下「災害研」という。）の二

代目の事務長として 2017 年 4 月に着任し、そこから

2021 年 3 月までの 4 年間お世話になりました。

思い返せば、着任して 2 ヶ月が経とうとしていた

2017 年 5 月 29 日に石巻市との協定締結式に出席する

機会を頂き、東日本大震災で被災した石巻市の亀山市

長（当時）や、現地で復興に携わっている NPO 法人の

方々から直接お話を伺いました。また、石巻市からの

帰りの電車内で今村所長の隣の席に座り被災地の復興

や災害研のこと等について会話したことを思い出しま

した。この時は、災害研のミッションさえ理解が出来

ていない頃で、色々な方からお話を聞くことで、災害

研の活動の重要性について考えるきっかけになった出

来事でした。

災害研での 4 年間は、大学職員としての業務面での

経験は勿論のこと、一個人として考えさせられる貴重

な経験も多くあり、災害研の研究・教育・社会貢献の

活動にどこまで貢献できたか知る由もありませんが、

被災地に寄り添う災害研の一員であったことは誇りに

したいと思います。

現在は、災害研の隣に位置しております農学部・農

学研究科に 2021年 4月の人事異動により着任し 1年 3ヶ

月が過ぎました。これまで教務系の業務とは縁遠い部

署で勤務していたこともあり、入試ミスという重圧を

感じながらの入試業務は、一方で新鮮な感覚でした。

事務長室は、キャンパスモールが一望できる位置に

あり、今時期は新緑から深い緑へと色を変えるケヤキ

並木と共に災害研を眺めさせて頂いております。

社会の安全・安心向上のため、災害研の皆様の益々

のご活躍と発展に期待しております。

東北大学農学部・農学研究科 事務長
（前 IRIDeS 事務長　2017～ 2020 年度） 曽根 芳則

災害科学国際研究所への思い

農学部・農学研究科事務長室からの災害研棟
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それはさておき、E202 に持たせることになった特徴

的な機能の一つは、屋上観測スペース及び 1 階の保管

庫と同じ VLAN で接続できるようにしたことです。屋

上の GNSS アンテナに接続された受信機の制御や観測

データの取得を居室から行ったり、保管庫で整備を行

う観測機器から居室の PC や NAS にデータをすぐに

アップロードしたりといった運用が可能になっている

のですが、有効に活用されていればうれしく思います。

陸上の GNSS 観測や海域に機器を展開して行う諸観

測によって得られたデータに基づき、2011 年東北地方

太平洋沖地震後の地殻変動についての理解は大きく進

んできました。また、海底地殻変動観測の技術開発に

おいても著しい発展がみられます。海域での観測デー

タの解析が、陸上と同様に即時的に行われ、時々刻々

と地殻変動が把握されるようになる日もそう遠くない

かもしれません。災害研設立時に導入した様々な設備

がこれに貢献し、地震・津波災害の被害軽減に資する

情報を発信するために役立てば幸甚です。

災害研設立 10 周年を迎えるにあたって、記念誌への

寄稿の機会をいただきましてありがとうございます。

2012 年度の設立当初のことを知るメンバーもまだ数

多く在籍しておられる中、私しか知らないような情報

が何かあるだろうかと考えてみると、災害理学研究部

門（当時）の居室（E202）の整備に関することが挙げ

られるように思います。どの部門もそうだったでしょ

うが、それまでの居場所から何を持っていけるのか、

何を新たに買う必要があるのか、什器をどのように配

置するのか、また、電源や LAN などのケーブルの配線

をどうするのか、といったことを考えて実行に移すた

めに、多くの時間を割く必要がありました。関係した

すべての方々の辛抱やご尽力に改めて感謝します。う

まく配分できていなくて局所的に電源容量が足りなく

なってしまっているようなら、それは私のせいです。

申し訳ありませんが配線を見直していただければと思

います。

海洋研究開発機構海域地震火山部門 主任研究員
（元 IRIDeS 助教　2012～ 2014 年度）

飯沼 卓史

災害研居室整備と地殻変動観測

屋上に設置された GNSS アンテナと建屋内の観測機器設置箱（2014 年 12 月 25 日撮影）
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らの経験はすべて、災害精神医学分野の富田博秋教授

が機会を与えて下さったものであり、ご指導下さった

富田博秋教授と國井泰人准教授にこの場をお借りして

心より御礼申し上げたい。

現在、私は東北学院大学教養学部人間科学科の講師

として、心理学に関する講義やゼミを担当している。

研究活動の継続ともに学生の教育を通じて、災害があっ

ても心身の健康を維持あるいは回復できるよう、一人

ひとりができる「備え」を伝え続けたい。

個人研究室（キャンパス移転で年度内に五橋へ引っ越す）

私が東北大学災害科学国際研究所（以下、災害研）

の災害医学研究部門災害精神医学分野に在籍した期間

は約 2 年間であり、災害研の歴史の中のほんの一部で

あるが、世界トップレベル研究拠点、災害医学研究部

門の一員として経験させて頂いたことを振り返りたい。

在職中はまさにコロナ禍で、災害の一つとして新型

コロナウイルス感染症の感染拡大がメンタルヘルスに

及ぼす影響は社会でも広く関心を集めた。電話相談対

応業務に従事する保健所職員の方々のメンタルヘルス

の実態を調査し、その結果を報告した Letter 論文は私

にとって初めて筆頭著者として海外の学術雑誌に掲載

された論文となった。プレスリリースを行い、論文内

容がメディアでも取りあげられたことを通して、学術

知見を社会に還元することの重要性について考える機

会ともなったため、印象深い。

様々な学際連携の機会を頂いたことも災害研ならで

はの経験である。新型コロナウイルス感染症に関して

は、災害感染症学分野や高度教養教育・学生支援機構

などと連携して本学全学生を対象にメンタルヘルスの

実態を調査し、学生支援の充実化を図るための資料と

して活用された。また、地震工学や数理学などの先生

方と VR 技術を用いた津波に対する有効な避難のあり

方の検討を目的とした実験研究を実施し、論文化に向

けて議論・解析中である。さらに、NTT とのビジョン

共有型共同研究では、社会実装を目指した研究・議論

のプロセスに参加させて頂いた。他にもここに挙げき

れないほど多くのプロジェクトに関わらせて頂き、様々

な先生から研究・実践に関するご示唆を頂いた。これ

東北学院大学教養学部人間科学科 講師
（元 IRIDeS 助教　2019～ 2020 年度）

災害研での経験を振り返って：若手研究者・教員として

臼倉 瞳
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全に避難可能な街を作るための研究成果を発表した。

自治体をまわって地域住民に説明会を行う際も、理由

なく涙が出ることはなくなった。災害科学国際研究所

で勤務した経験、そして被災者のため今後の災害対策

を研究したことが、私のトラウマをヒーリングしてく

れたのである。

余談であるが、私が研究室で大泣きをした時、隣の

研究室にある先生がいらっしゃったらしい。その先生

は私の泣き声を聞いて、私の単身赴任が原因で夫婦仲

が悪くなったのではないかと心配されたとのこと。そ

の話はやがて私の耳にも届いた。先生方を安心させる

ためにも、翌年の年賀状には仲良く手をつないで歩く

私たち夫婦の写真を使ったのである。

東日本大震災が起きた日、私は京都にいた。4 月か

ら東北大学での着任が決まり、仙台での新しい仕事と

生活を心待ちにしているところだった。その日は珍し

く京都でも地震を感じた。東北地方で大きな地震があっ

たらしい。急いでテレビをつけてみると、最初はいつ

ものような仙台駅前が映っていたが、時間が経つにつ

れて信じられない光景が画面に展開され、それが何日

も続いた。アナウンサーの声を聴くだけでも心臓の鼓

動は激しくなり、私はその映像をまともに観ることが

できなかった。

5 月に入りようやく仙台に行くことができ、大学で

の仕事も本格的に始まった。研究のために何度も被災

地へ視察に行ったが、初めはこぼれる涙を隠すのが大

変だった。打ち合わせや移動中、時には食事の時でさえ、

涙腺が壊れたように突然目から涙がこぼれ落ちた。胸

が詰まるような感じも憶えた。このような症状はしば

らくのあいだ続いた。

「何か対策を立てないと…」と思ったある日、時刻は

すでに深夜 1 時を過ぎていて、研究室にいるのは私だ

けだったので、今までは見ることができなかった津波

映像に対峙することにした。黒い海にのまれて流され

る街を見ると、胸の奥から熱くて重い何かが喉まで上

がり、痛みさえ感じた。また涙が出てきたが、今回は

我慢せずに大声を出して思いっきり泣いた。どれくら

い泣いただろう。胸がすっきりしたような気がした。

そのあと私は、東日本大震災であった惨事を繰り返

さないための研究を進めた。当時は何が起きたのかを

分析し、今後は何を考えるべきかを考察し、誰もが安

（株）交通システム研究所 主任研究員
（元 IRIDeS 助教　2012～ 2014 年度）

私と東日本大震災の対面

金 進英

余談の年賀状
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きました。しかしながら、これだけ多くの災害調査や

イベントに従事しても、けっきょく災害は毎年発生し、

自分ごときでは殆ど役に立てなかったです。誰かを救

うためには、ただただ実力を伸ばすしかない。

現在は、この悔しさを胸に、10 年後、20 年後、30 年後、

その先におこりうる災害から命を救うため、富山の地

で踏ん張っています。災害研は中途半端だった自分を、

多くの悲しい被災現場、希望ある実践防災事例などに

直面させることで、一人前に成長する契機をくれまし

た。また、超一流の皆様から災害研究への向き合い方、

生き様を教えて頂き、素晴らしい仲間と日々楽しく、

切磋琢磨させて頂きました。

このような機会をくださった災害研の皆様に心より

感謝です。特に真野明教授（2017 年 4 月ご逝去）には、

教員公募連敗・惨敗まみれの私を採用して頂き、優し

く温かくご指導頂きました。この御恩を胸に刻みつつ

真野先生との約束、「想定外を想定する研究」を今後達

成していきます。

東北大学災害科学国際研究所の設立 10 周年、大変お

めでとうございます。

災害研が 10 年間で達成された数多の輝かしい功績の

中、特に人材育成の観点で御礼申し上げたく、今回は

災害研に育てて頂いた私の思い出を簡単に紹介したい

と思います。

私は、2012 年 10 月より災害リスク研究部門災害ポ

テンシャル研究分野で真野明教授、有働恵子准教授の

もとで、3 年半にわたり河川洪水災害の研究に従事さ

せて頂きました。特に、緊急災害調査 WG で森口周二

先生らと豪雨災害後に現地調査を行った思い出が強い

です。2013 年インドネシア・ジャカルタ洪水、平成 25

年秋田・岩手豪雨、2013 年フィリピン台風ハイエン、

平成 26 年山形豪雨、平成 27 年関東・東北豪雨など、

災害現場で多くのことを学ばせて頂き、自分の無力さ

を痛感しました。写真はフィリピンの被災地で子供た

ちに元気をもらったあとです。

このような現地調査を通じて、災害を疑似体験して

本質を学び、防災制度・地域・自身の課題を明確にで

富山県立大学 准教授
（元 IRIDeS 助教　2012～ 2016 年度）

御礼：緊急災害調査を通じて成長させて頂きました

呉 修一

2013 年台風ハイエンでのフィリピン調査（左から J.D. Bricker 先生と呉）
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れまでとは異なる思考や技術を身につけることのできる

機会が生まれると思います。私にとっては、T-Biz での経

験が“学際”や“融合”の意味を考える大変良い機会に

なりました。

その後、研究所棟に移ってからは、さらに大勢の方々

との異分野交流を楽しむことができました。専門性の高

い様々な分野の研究者が 1 カ所に集まることと、研究以

外のことも含め普段から会話をすることが、学際的、融

合的研究を発展させるのに重要な要素の一つだと思うこ

とができました。また、そのような環境で学生の教育・

指導ができたことにも大変感謝しています。

災害研の使命は、東北の被災地の復興を支援し続ける

とともに、世界に冠たる研究成果を挙げ、国内外での来

るべき巨大災害の被害を軽減することにあると思います。

今後、学際的な研究が一層重要になってくると思います

が、研究所の皆様のさらなるご発展とご活躍を祈念する

とともに、私も陰ながら応援させて頂きたいと思います。

私は過去の津波の調査研究を行っていますが、専門の

地質学だけで実態を解明するのは困難です。歴史学や考

古学等の知識も必要ですし、工学的な技術と防災に生か

すための社会学や行政の考え方にも通じる必要もありま

す。論文や書籍で知識を身に着け、他分野の方と共同研

究できたとしても、他分野の考え方や価値観を私自身が

理解できなければ、学際、融合研究を深めることはでき

ないのではないかと思っており、着任当時の悩みの一つ

でした。 

私が 2012 年に着任した頃は研究所棟が完成しておら

ず、工学部キャンパスの T-Biz という建物の 1 室に間借

りしていました。新しく着任された先生方やスタッフの

皆さんが次々と入居されるにつれパーティションで間仕

切りを増やしたりしました。T-Bizでは、専門の異なる方々

と 2 年近く同じ空間で毎日を過ごし、異分野交流を日常

的に楽しめる状況でした。海外留学もそうだと思います

が、自分の身を異分野・異文化の中に投じることで、そ

東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学専攻 教授
（元 IRIDeS 准教授　2012～ 2018 年度）

災害研で学んだ“学際”と“融合”

後藤 和久

2022 年に実施した小笠原諸島での古台風調査風景（撮影：南舘健太氏）
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many frontl ine f ighters.  This site visit  was an 

eye-opener for me. I understood that field-level 

management  a f ter  a  d isas ter  i s  much harder 

than imagined.  

　 I R I D e S  i s  a  p l a c e  w h e r e  l e a r n i n g  a n d 

d i s c u s s i o n  g o  a l t o g e t h e r .  I  s h o u l d  m e n t i o n 

particularly the name of Prof. Makoto Okumura 

w h o  h a s  t a u g h t  m e  t h e  b a s i c s  o f  s e v e r a l 

m a t h e m a t i c a l  m o d e l i n g  t e c h n i q u e s .  S y s t e m 

d y n a m i c s  m o d e l i n g  i s  o n e  o f  t h e m .  T h i s 

technique incorporates all relevant sub-systems 

in a s ingle framework but excludes irrelevant 

entities.   While I make a mathematical model in 

my current workplace, I still revisit those ideas. 

Therefore,  I  am thankful to IRIDeS for my l ife 

lesson.

　 I  a m  n o w  w o r k i n g  a s  a  r e s e a r c h e r  a t 

Nippon Koei Co. Ltd. Here, I  focus on tsunami 

evacuation, resilience, and smart city planning.  

The basic  knowledge of  a l l  those f ie lds  came 

to  me f rom IRIDeS .  Though I  have  moved to 

a  d i f ferent  workplace ,  IR IDeS  wi l l  a lways  be 

special  to me since i t  was my f irst  workplace 

and gave me many fond memories. 

　A regu la r  weekend  a f t e rnoon  on  25  Apr i l 

2 0 1 5 .  S u d d e n l y ,  t h e r e  w e r e  c o n t i n u o u s 

noti f icat ion sounds of  emails  from my IRIDeS 

o f f i c i a l  a c c o u n t .  A l l  e m a i l s  w e r e  c o m i n g 

from my col leagues ,  and i t  was my f irst - t ime 

exper ience  hav ing  a  sudden  surge  o f  emai l s 

in my newly started job career.   Then, I  could 

s e n s e  s o m e t h i n g  w e n t  w r o n g .  F r o m  t h o s e 

emai ls ,  I  got  to  know that  Nepal  experienced 

the worst disaster (earthquake) few hours back 

o n  t h a t  d a y .  M y  c o l l e a g u e s  w e r e  a s s e s s i n g 

the situations ( i .e ,  damage assessment,  source 

o f  an  ear thquake ,  e t c . )  and  were  d i scuss ing 

t h e  r e s p o n s e  s t r a t e g i e s .  T h e  i n i t i a t i v e s  o n 

the Nepal earthquake have created an eternal 

i m p r e s s i o n  t h a t  I R I D e S  i s  a l w a y s  r e a d y  f o r 

disaster response and the study area of IRIDeS 

is not bound to geographic boundary.  After a 

few weeks of this event, IRIDeS sent a taskforce 

t e a m  u n d e r  t h e  g u i d a n c e  o f  P r o f .  S h i n i c h i 

Egawa,  major in medical  science,  for learning 

lessons  f rom the  d isas ter .  Be ing  respons ib le 

for fact-f inding on logist ics ,  I  was selected to 

be a member of  this  team. We vis i ted several 

Nepal disasters affected areas and interviewed 

Nippon Koei Co. Ltd., Researcher
（元 IRIDeS 助教　2014～ 2017 年度）

IRIDeS: A Learning space for life

Rubel DAS
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現在、私は、兵庫県神戸市にある公益財団法人ひょ

うご震災記念 21 世紀研究機構人と防災未来センターの

主任研究員をしています。現在も引き続き企業を対象

とした研究に従事する傍ら、社会貢献の活動も行って

います。関西においても、企業の BCP 策定ノウハウの

ニーズがあり、これまで京都の丹波・丹後地方の NPO

のための BCP 策定講座の講師を務めたり、西宮市商工

会議所、東大阪市社会福祉協議会等からの依頼で企業

や福祉施設向けの BCP 策定ワークショップ、セミナー

を担当する機会を頂きました。セミナーやワークショッ

プ等で教えるコンテンツは、災害研での研究や社会貢

献の経験が活きていますし、研究の新しい成果を取り

入れた内容に改善していくことにも取り組んでいます。

関西の企業の担当者は、東北と比べて曲者が多いよう

に思いますが、研究との両輪で参加者に実のあるコン

テンツを提供できるように、引き続き努めていきたい

と考えています。

私は、東北大学災害科学国際研究所（災害研）に助

教として 2015 年～ 2019 年までの約 4 年間在籍してい

ました。災害研で経験したことの中で現在も大事にし

ていることは、研究と社会貢献の両輪です。当時在籍

していた研究室の丸谷教授とともに、東日本大震災の

被災地に赴き、まちの復旧・復興の状況を肌で感じな

がら、被災企業に対して当時の被災からどのように事

業を継続してきたのかを調査しました。その後、東日

本大震災だけではなく、熊本地震、関東東北豪雨、北

海道胆振東部地震等、在籍していた時期に発生した大

規模な災害の被災地への調査も行いました。また、社

会貢献として、企業向けのセミナーや事業継続計画

（BCP）の策定ワークショップなどを行う機会もありま

した。これらの活動は、被災企業への調査研究の成果

をセミナーやワークショップ等で企業に還元するとい

う研究と社会貢献が両輪となって動いていたと感じて

います。

公益財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構人と防災未来センター 主任研究員
（元 IRIDeS 助教　2015～ 2019 年度）

研究と社会貢献の両輪

寅屋敷 哲也

BCP ワークショップの風景
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ニーズを鑑み、「スペイン風邪」を対象に文理連携勉強

会を始めることとなり、児玉教授（災害感染症学分野）

と伊藤教授（災害産婦人科学分野）にも参加いただき、

毎回 2 時間を超える議論を交わしてきました。文理が

隣り合う災害研でなければ生まれ得なかった研究コ

ミュニティです。多角的な視点から理解が深まってい

くことはもちろんのこと、異分野研究者たちの研究観、

感性（文系的には“哲学”というのでしょうか）には

常に刺激されます。歴史学や医学、文理の既成概念を

超えた議論に、新たな学問系としての可能性を感じま

す。つまり、文理“連携”研究から文理“融合”研究

への展開です。災害研では色々な分野の研究を知るこ

とで、自分の頭の中に多様性が生まれたことは大きな

喜びであり、そのきっかけとなった災害研には深く感

謝する次第です。

未筆ながら、東北大学災害科学国際研究所の一層の

ご発展と皆様方のご活躍を祈念致しまして、お祝いの

言葉とさせていただきます。

この度は、東北大学災害科学国際研究所の創立 10 周

年を迎えられたことを心よりお祝い申し上げます。私

は 2012 年 11 月から 2022 年 3 月まで、災害産婦人科学

分野にて基礎医学研究を行っておりました。ここでは、

その専門とは異なる、災害研究を通した文系と理系の

触れ合いについて紹介したいと思います。

災害研の会議のために月に一度、星陵から青葉山へ

赴くのですが、その際に農学部図書館に立ち寄り、古

い生物系の専門誌を眺めることを楽しみとしていまし

た。大正時代の「陸軍獣医団報」に、関東大震災の被

害状況や獣医師の奮闘に関する記事を見つけ、新たな

災害研究シーズの発掘に興奮しました。医学部図書館

にも当時の様子を記す医学系の雑誌が多数、所蔵され

ておりましたが、私にはこれら資料にさらに価値を付

加する術がありません。そんな折、中鉢先生（広報室 

特任准教授）、川内先生（歴史文化遺産保全学分野 准

教授）とそれら資料の活用について議論する機会を得

ることができました。COVID-19 が騒がれる前年の 12

月のことでした。その翌年、COVID-19 禍での社会的

東北文化学園大学医療福祉学部看護学科 特任准教授
（元 IRIDeS 講師　2012～ 2021 年度）

IRIDeS で学んだ文と理の協調

三木 康宏

（図）関東大震災当時の学術誌
左：日本之医界（表紙は野口英世と秦佐八郎）、右：陸軍獣医団報
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ているほか、博物館資料論や博物館教育論、情報・メ

ディア論など学芸員資格取得にかかわる科目を担当し

ている。広島も毎年のように水害に遭っている土地で

あるため、これらの科目では、水損被災資料の保全や

資料保全のネットワークについて取り上げることが多

い。災害研にいたときに試行錯誤していた資料保全の

事例を紹介している。

在籍中に取り組んでいた個人研究として、日本にお

ける鼠害に関する歴史研究を行っていた。2015 年の金

曜フォーラムで発表した宇和島の鼠禍については、川

島先生と意見交換できたこと、そこから東北民俗の会

で発表できたことは、災害研にいたからこそのつなが

りであったと思う。災害研にいた時に、広島の阿多田

島においても近世から近代にかけて「悪鼠騒動」があっ

たことを知った。広島での鼠禍研究はコロナ禍のため

まだ実施していないが、今後取り組んでいきたい地域

研究である。

2012 年 10 月より 2021 年 3 月まで災害科学国際研究

所に関わっていたが、理学や工学系の研究者と一緒に

研究発表会をしたりするのは大学院（修士課程）の頃

のようであった。共同研究をするという新しい試みも

体験でき、また大学院の後輩が出向してきたりするな

ど、かつて大学院で「学融合とは人のつながり」と言

われたことを実感できる場であった。

災害研では、石巻市や亘理町の津波被災資料を中心

に、被災した美術資料の保存と活用の問題に取り組ん

でいた。被災した美術資料を保全し、地域資料として

活用する方法を模索することは初めての経験であった

ため、実施するのに戸惑うことも多く、時間のかかる

作業であった。災害研では、東日本大震災の被災資料

に限らず、在職中には次々と被災資料が保管庫に運び

込まれた。一部の美術資料については、手をつけずに

離れてしまった資料もあることが心残りである。

現在は、文学部日本文学科で日本文化史のゼミを持っ

安田女子大学
（元 IRIDeS 研究支援者　2012～ 2017 年度、助教　2018～ 2020 年度）

歴史資料保存と災害史研究

安田 容子





これからの災害科学国際研究所
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未来へ

　2022 年度、第 4 期中期目標期間が始まった。4 月 1 日、東北大学災害科学国際研究所（以下 IRIDeS）内に「災
害レジリエンス共創センター」が新たに設立され、また共同研究部門に「日本工営レジリエントシティー技術実
装共同研究部門」が、防災実践推進部門内には「レジリエント EICT 研究推進オフィス」が、それぞれ追加発足した。
　設立 11 年目に入った IRIDeS は、「東北大学ビジョン 2030」のもと、未来へ向けて活発な研究・実践活動を
続けている。東北大学および IRIDeS は、多様な学知および人材力を駆使して東日本大震災からの復興に取り組
んできたが、震災は「社会とともにある東北大学」というアイデンティティを再確認する契機となった。同ビ
ジョンは、2030 年を見据え、東北大学の 3 つの伝統理念「研究第一」、「門戸開放」、「実学尊重」を基盤とし
て大学経営の革新をはかり、「教育」、「研究」、「社会との共創」をより高い次元で実現することを目指すもので、
IRIDeS も重要テーマとして取り組む「SDGs」、「仙台防災枠組」等の国際アジェンダを踏まえ、防災と復興を引
き続き最重要課題に含めたものとなっている。
　以下、IRIDeS の今後に向けたいくつかの動きを取り上げる。

東北大学における災害科学・レジリエンス共創体制

第 4 期中期目標期間において、国立大学法人には戦略

的な経営と新たな活動展開が求められている。文部科学

省から、東北大学が活動をさらに発展させ、社会変革や

地域の課題解決を主導して成果の社会還元をはかれるよ

う、「東北大学災害科学国際研究所　災害レジリエンス

共創センター」を設置する支援を得て、同センターが発

足した。

災害レジリエンスとは、「さまざまなリスクに対応し、

災害で困難な状況に遭遇しても、しなやかに回復する力」

等を意味する。同センターは、災害による社会の機能損

失を低減して速やかに回復し、よりよく復興するため

に、災害レジリエンスの向上に資することをミッション

とし、東北大学の諸部局や国立研究開発法人防災科学技

術研究所を含む多様な主体と連携し、災害デジタルツイ

◆◆ 災害レジリエンス共創センター
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センターの基幹プロジェクトとして「災害デジタルツインの構築」に取り組む。現実世界の膨大な観測・社会動態デー
タをリアルタイムで仮想世界に取り込み分析し、デジタルツイン上で無数の災害過程シナリオをシミュレーショ
ンして最良の施策を導き、現実世界にフィードバックすることで社会のレジリエンス向上を目指す。

【災害デジタルツイン構築プロジェクト】

ンをはじめとする先端技術の開発や、自然・人文社会科

学の融合による「総合知」を導出し、社会の災害レジリ

エンスの一層の向上を目指す。江川新一センター長、越

村俊一副センター長のもと、「災害レジリエンス数量化」、

「ヒューマンレジリエンス」、「災害情報キュレーション」

および「災害レジリエンス共創」の 4 つの重点研究領域

で構成される。今後、センターは、「災害デジタルツイ

ンの開発」「4 つの重点研究領域」「人流データを活用し

た社会動態解明」に関して公募された共同研究を推進し

ていく予定である。
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津波により、最悪で約 19 万人の人的被害が予測されると

いう被害想定も出された。これにより、東日本大震災で

書き換わったハザードマップは、再度書き変えられつつ

ある。首都直下地震、南海トラフ地震の発生リスクは上

がり続けており、国難級の災害への対策が益々重要と

なっている。気候変動による災害激甚化への対応も待っ

たなしである。2023 年 3 月には第 3 回世界防災フォー

ラムも予定されており、これからも IRIDeS は、これら

重要な社会課題を見据え、学際研究から得られる総合知

を結集し、東北の復興と国内外の災害リスクの軽減へ取

り組んでいく。

東日本大震災から 11 年目となり、 震災記憶の継承が

ますます重要となっている。IRIDeS はこれまでにも、

「かたりつぎ」の定期開催、東日本大震災被災地に設立

された震災伝承館（「東日本大震災津波伝承館いわて

TSUNAMI メモリアル」、「気仙沼市 東日本大震災遺構・

伝承館」、「宮城県山元町 震災遺構中浜小学校」等）に

おける展示協力、ハーバード大学やアチェ津波博物館と

連携した災害アーカイブや防災教育活動、災害伝承を主

題とした金曜フォーラムの開催など、国内外で震災記憶

の継承に積極的に取り組んできた。2022年度においては、

米国・ハワイ州ヒロにある太平洋津波博物館との間に災

害伝承や防災教育等に関する協定を締結するなど、災害

伝承・防災活動に引き続き取り組んでいる。

長期化する新型コロナウイルス感染症も、引き続き

IRIDeS の重要課題となっている。仙台防災枠組に感染

症というハザードも組み入れられたが、IRIDeS も感染

症を災害として捉え、研究および対応を続けている。

2021 年の終わりに、千島海溝・日本海溝における地震・

宮城県山元町 震災遺構中浜小学校

未来へ向けて

IRIDeS と太平洋津波博物館の間に協定が締結された



未来へ

概　要
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建物についての資料

名 　  称 ▶ 災害科学国際研究所棟（J31）　　　設 　 計 ▶ 久米設計　　　竣 工 年 ▶ 2014
所 在 地 ▶ 仙台市青葉区荒巻字青葉 468 -1（東北大学青葉山新キャンパス内）
延床面積 ▶ 10,155 m2　　　階 　 数 ▶ 地上 5 階　　　構 　 造 ▶ 免震　　　工 　 法 ▶ RC

青葉山新キャンパス整備事業は、平成19年に創

立100周年を迎えた本学が、次の100年に向けて

国際競争力を持った世界最高水準の総合大学と

して、一層の飛躍と発展を遂げていくためのプ

ロジェクトとして位置付けられ、進められてき

た。「青葉山新キャンパス基本構想（平成14年3
月）」に示された4つの理念「まちづくりと連携

するキャンパス」「自然と調和した環境調和型

キャンパス」「地域との交流が広がる開かれた

キャンパス」「有機的に連続した一体型統合キャ

ンパス」 の実現を目指している。

仙台地下鉄青葉山駅の南側には歩行者優先の

キャンパスモールが設けられ、その軸に沿って建

物群が配置されている。当初は「口」の字型のプ

ランで各建物が計画されていたが、新キャンパス

で最初の建物である本棟はL字型で実現された。

◆◆ 新棟計画概要図 ＜2012 年 3 月＞

概要とキャンパス
◆◆ 災害科学国際研究所棟外観
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◆◆ 免震ピットとダンパー

◆◆ 積層ゴム

2011年東日本大震災を契機として設立された災害科学国際研究所の建物

は、以下のような免震構造を採用している。

こうした免震構造を採用する目的として、以下のようなものが挙げられる。

構造概要 ▶

建　　物  地上 5 階建 RC ラーメン構造
免震基礎  地盤改良直接基礎
免　　震 天然ゴム系・錫プラグ入積層ゴム支承、オイルダンパー、直動転

がり支承

① 建物の安全性の向上　　　　　② 家財等の安全性の向上
③ 建物の機能維持　　　　　　　④ 地域や都市全体の耐震性の向上
⑤ 建築設計の自由度の向上　

災害直後の機動力が求められる本研究所の拠点として、不可欠な構造である。

青葉山新キャンパスの中心は青葉山駅の南側から西に広がるユ

ニバーシティ・パークである。県有地のゴルフ場を本キャンパ

ス用地として取得する際に県議会から「県民、市民にも広く開

放し、憩うことができるような、緑地の中の開かれた大学とし

て整備すること」という条件が示された。その結果、「新キャ

ンパスにおいては、ユニバーシティ・パークとして市民が緑豊

かなキャンパスに親しみつつ自由に散策できるように配慮し、

これまでより以上に積極的に市民に開放し、また、最先端の学

術研究や文化に触れる交流モールを設けるなど、大学と市民と

の出会いを図り、新たな都市文化の育成に努める。」という

キャンパス憲章が挙げられ、新キャンパスが整備された。

◆◆ ユニバーシティ・パーク ＜2013 年 4 月＞

◆  ◆  2022 年３月16日 福島県沖の地震（M 7.4）
に関する地震観測記録（災害科学国際研究所）
水平最大加速度が基礎階310cm / s2 から上層階では最

大113cm/s2 に低減しており、免震デバイスによる短周期

成分の低減が確認できる。

こうした免震構造の恩恵を受け、近年発生している

巨大地震による本研究所棟内の被害はほとんど発生し

ていない。

建物構造

積層ゴム

地下部分のピットとダンパー
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青葉山新キャンパスでは統一性のあ

る景観をつくるため、デザインコード

が定められた。そのうえで各建物の

ファサードは非常に重要であった。

キャンパスは起伏に富んでいるた

め、縦方向の要素の繰り返しにより連

続したリズムのある外観となった。そ

してロビーや交流スペースにより、

ファサードが分節された。

建物外観は、素材と色彩を通じて大

学としての歴史・風格を継承するため

に、片平キャンパスの歴史的建造物で

使用されているアースカラーのスク

ラッチタイルなどが採用された。

当初2013年度内に完成する予定であった新

棟は、東日本大震災後の復興に関する建設需

要の増大により数ヶ月遅れ、2014年夏に竣工

した。夏から秋にかけて、所員の入居が順々

に行われ、11月10日に新棟落成式が実施され

た。右図はその際に配布されたリーフレット

である。指示通りに切って、折りたたむと簡

便な模型となる。

図には各部屋の配置が示されている。

1、2階が共通部分（ホール、演習室等）と

事務系の居室、研究所として重要な機能のひ

とつである広報室が、翌年3月に控えた国連

防災世界会議の準備室とともに建物の中心と

なる3階に配置された。3階以上の各階には会

議室が置かれている。

創設当時の研究組織は基本となる6部門と

寄附研究部門により構成されており、2階に

災害理学研究部門、3階に情報管理・社会連

携部門、4階に地域・都市再生研究部門、5階
に人間・社会対応研究部門が配置された。構

成員の最も多い災害リスク研究部門は3階と4
階に位置づけられた。

建物内部のデザインコードも定められ、各

部門のサインについても図のような色が割り

当てられた。

2021年4月に部門の改組が行われ、基本6部
門は4部門へとまとめられた。改組後の基本

的な部屋の配置は当時のものを踏襲してい

る。

デザインコードと各部屋の配置
◆◆ 建物ファサード

◆◆ 新棟落成式用リーフレット
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建物内の2層ごとの吹き抜け部は、クリ

エイティブ・スペースとして位置付けら

れている。所内の研究者や学生の交流を

促し、創造性と生産性が向上することを

意図して設けられている。

共有部分

エントランスホールは災害科学国

際研究所を訪れた国内外からの来客

を最初に受け入れる場となる。

2015年3月に第3回国連防災世界会

議が開催されたが、エントランス

ホールにはその際に使用された資料

等が展示されている。また、2022年
春には研究所と深く関わりのある都

市を含めた世界時計が設置された。

◆◆ エントランスホール

◆◆ クリエイティブ・スペース

エントランスホールの2階部分は展示

スペースとなっている。竣工当初は研

究所の兼務教員用のスペースとして計

画されていた（下図イラスト）が、研

究所での各種活動が活発に行われ、そ

れらが蓄積されていったことと、外部

からの訪問の需要が増えていったこと

を理由に展示スペースに変更された。

◆◆ ２階展示スペース
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2012年度

年 表

東 北 大

東 北 大

災 害 研

災 害 研

井上明久 第 20 代東北大学総長が就任東 北 大

2006年度 ＜平成 18 年度＞

   4 月

   4 月

   5 月

9 月20- 22日

10 月   8 日

   1 月

   2 月

   3 月

東北大学災害科学国際研究所 IRIDeS 設立

里見進 第 21 代東北大学総長が就任

災害科学国際研究所開所式

APRU（環太平洋大学協会）リサーチシンポジウム

ノーベル生理学・医学賞に山中伸弥氏

「東日本大震災アーカイブシンポジウム」開催

多賀城市ほか 9 つの自治体と連携協力に関する協定を締結開始

「東日本大震災 2 周年シンポジウム」開催

災害復興新生研究機構シンポジウム「『日本復興の先導』を目指して」開催東 北 大

災 害 研

災 害 研

災 害 研

日・世界情勢

災 害 研

日・世界情勢

「東北大学防災科学研究拠点」発足

新潟県中越沖地震7 月16 日

2007年度 ＜平成 19 年度＞

＜平成 24 年度＞

ニュージーランド地震

東日本大震災

（東北地方太平洋沖地震）の発生

東 北 大

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

4 月13 日

27 日

6 月10 日

9 月12 日

13 日

1 月11 日

3 月11 日

東北大学による東日本大震災 1 ヶ月後緊急報告会

「東北大学災害復興新生研究機構」設置

東日本大震災 3 ヶ月後報告会

アーカイブプロジェクト「みちのく震録伝」本格始動

東日本大震災 6 ヶ月後報告会

「東日本大震災アーカイブ国際合同シンポジウム」開催

東日本大震災 1 年後報告会

2011年度 ＜平成 23 年度＞

日・世界情勢

2 月22 日

3 月11 日

2010年度 ＜平成 22 年度＞

日・世界情勢

災害科学国際研究所開所式

東日本大震災 6 ヶ月後報告会

東日本大震災
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2013年度

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

   4 月

1 日

  8 月20 日

 11 月

  3 月14 日

   4 月

  4 月25 日

   7 月

   9 月

10 月   5 日

10 月   6 日

   3 月

東 北 大

東 北 大

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

   4 月

   5 月

   6 月

   7 月

   8 月

 12 月

気仙沼サテライト設置（開設 10 月）

「リーディング大学院 グローバル安全学トップリーダー育成プログラム」開講

「第 4 回防災グローバルプラットフォーム」参加

『東日本大震災を分析する』刊行

「APRU マルチハザード サマースクール」開始

「里見ビジョン」公表

ハイエン台風緊急調査

災害科学国際研究所新体制発足（今村文彦 第 2 代所長）

消費税 8％に引き上げ 

広島で大規模土砂災害

IRIDeS 棟落成式

第 3 回国連防災世界会議へ全面協力、「仙台防災枠組」が策定される

UNDP と共同で「災害統計グローバルセンター」設立

ネパール中部地震

ネパール中部地震緊急調査

関東・東北豪雨緊急調査

ノーベル生理学・医学賞に大村智氏

ノーベル物理学賞に梶田隆章氏

「東北大学本部事務機構防災・業務継続計画」策定 

日・世界情勢

日・世界情勢

日・世界情勢

日・世界情勢

日・世界情勢

東 北 大

＜平成 25 年度＞

2014年度 ＜平成 26 年度＞

2015年度 ＜平成 27 年度＞

ネパール中部地震

APRU サマースクール
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   4 月

   6 月

   7 月

   9 月

10 月   1 日

11 月27 日

  4 月   1 日

 10 月

10 月   1 日

 11 月

   1 月

災 害 研

災 害 研

災 害 研

大野英男 第 22 代東北大学総長が就任

大阪府北部地震調査および報告会

西日本豪雨に関する分析

北海道胆振東部地震調査および報告会

ノーベル生理学・医学賞に本庶佑氏

「東北大学ビジョン 2030」策定

東 北 大

東 北 大

日・世界情勢

災 害 研

災 害 研

災 害 研

新元号「令和」を発表

台風 19 号（令和元年東日本台風）の現地調査および報告会

消費税 10％に引き上げ

「都市直下地震災害（応用地質）寄附研究部門」設置

第 2 回「世界防災フォーラム／防災ダボス会議＠仙台」開催

日本においての最初の新型コロナウイルス感染症の感染者を確認

日・世界情勢

日・世界情勢日・世界情勢

  4 月   1 日

   4 月

9月－11月

 11 月

災 害 研

災 害 研

災 害 研

第 3 期中期目標・中期計画期間開始

熊本地震緊急調査および報告会

初めての「世界津波の日」を記念して世界各地で活動

福島県沖地震・津波に関する緊急調査と解析

2016年度 ＜平成 28 年度＞

   5 月

   6 月

 11 月

   1 月

災 害 研

災 害 研

青葉山新キャンパスの開設

指定国立大学法人に指定

第 1 回「世界防災フォーラム／防災ダボス会議＠仙台」開催

第 67 回河北文化賞を受賞

東 北 大

東 北 大

2017年度 ＜平成 29 年度＞

2018年度 ＜平成 30 年度＞

2019年度 ＜平成 31 年度／令和元年度＞

日・世界情勢

東 北 大

熊本地震現地調査

青葉山新キャンパス

第 2 回「世界防災フォーラム」
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災 害 研

災 害 研

災 害 研   4 月

   

  4 月   1 日

「災害レジリエンス共創センター」設置

防災実践推進部門内に「レジリエント EICT 研究推進オフィス」設置

「日本工営レジリエントシティ技術実装共同研究部門」設置

第 4 期中期目標・中期計画期間開始東 北 大

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

   4 月

   
  

   2 月

   3 月

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、災害対策本部会議幹事会設置

ポストコロナ社会の構築に向け研究プロジェクト開始

「変動地球共生学卓越大学院プログラム」開講

令和 3 年 2 月福島県沖の地震現地調査および報告会開催

『東日本大震災からのスタート－災害を考える 51 のアプローチ－』を上梓

東日本大震災 10 年シンポジウム「東日本大震災から 10 年とこれから」開催

東 北 大

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研

災 害 研   4 月

   
 7月－9月

 10 月

   1 月

   3 月

  3 月   9 日

新部門分野体制が発足

「東北大学災害復興新生研究機構」を「東北大学グリーン未来創造機構」に改組

「東京 2020 オリンピック・パラリンピック」1 年延期で開催

「イオン防災環境都市創生共同研究部門」設置

トンガ火山噴火津波の解析と報告会

「東日本大震災メモリアルシンポジウム 2022『海溝型

地震研究の発展と将来への備え』」開催

東北大学と防災科学技術研究所との連携協定締結

福島県沖の地震現地調査および報告会

東 北 大

日・世界情勢

2020年度 ＜令和 2 年度＞

2021年度 ＜令和 3 年度＞

2022年度 ＜令和 4 年度＞

東 北 大

災 害 研

東 北 大

東日本大震災メモリアルシンポジウム 2022

災害レジリエンス共創センター戦略推進委員会（東北大学関係者）
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IRIDeS 実績 2012～ 2021年度

◆年次活動報告書

2012 年度より、組織・運営活動、研究・教育・実践活動等を網羅した

報告書を毎年発行してきた。全報告書のバックナンバーは以下に掲載。

https://irides.tohoku.ac.jp/publication/annual_report.html

◆ニュースレター（出版物・報告書）

2012 年度より、災害科学国際研究所の研究・実践活動を定期的に社会

発信してきた。バックナンバーは以下に掲載。

https://irides.tohoku.ac.jp/publication/newsletter.html

◆災害科学国際研究所　ウェブサイト

研究所概要、組織・メンバー、研究・実践、イベント、資料・データベース

等に加え、最新活動やプレスリリースを掲載。

https://irides.tohoku.ac.jp/

＞ 東日本大震災（当時の記録）

震災直後の、東北大学防災科学研究拠点、災害制御研究センター等の

活動を記録として保存。

https://irides.tohoku.ac.jp/research/disaster_2011/

＞ 災害特集

緊急災害調査や地震・津波等の災害速報などの災害特集ページ

https://irides.tohoku.ac.jp/research/prompt_investigation/

＞ 第３回国連防災世界会議への協力

同会議における活動を記録として保存。

https://irides.tohoku.ac.jp/event/event_intl/wcdrr2015.html
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編集後記

このたび、『東北大学災害科学国際研究所 設立 10 周年記念誌』を刊行しました。本研究所設

立以来、初めて出版された周年記念誌です。実質、約 5 か月という極めて短い作成期間でしたが、

本研究所の各部門、事務部、広報室から多様なメンバーがワーキンググループに参加し、全力

で編纂作業にあたりました。ご関係の方々からも、大変貴重な想いのこもったご寄稿文を頂戴

しました。本誌出版にあたり、皆さまからいただきました多大なご協力に、心より御礼申し上

げます。

　本記念誌が示す内容は、東日本大震災を受けて設立された本研究所が、社会とともに歩んだ

歴史です。本誌は、本研究所の源流が東日本大震災よりずっと以前に遡ること、本研究所が震

災を契機に立ち上がり、その後、国内外で大きな発展を遂げていったことを伝えるものです。

また、本誌においては、学際的な災害科学研究と社会実装の場としての本研究所の雰囲気も立

体的に感じていただけると思います。私たち自身が本誌の作成過程において、本研究所の歩み

を振り返り、さまざまな事実を共有し、本研究所のアイデンティティを再確認することができ

ました。

　災害に強く、しなやかに災害を乗り越えることのできるレジリエントな社会とは、与えられ

るものではなく、絶え間ない努力によって達成される価値なのだと思います。もう 10 年、し

かしまだ 10 年の本研究所が、今後、人類の歴史に確たる足跡を残せるよう、今後も尽力して

まいります

災害科学国際研究所  設立 10 周年記念誌

編纂ワーキンググループ長
江川  新一
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